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議案第９７号 米子市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例の制定について [原案可決]

議案第９８号 米子市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について

[原案可決]

議案第９９号 米子市地方活力向上のための固定資産税の課税免除及び不均一課税に関

する条例の一部を改正する条例の制定について [原案可決]

議案第１０５号 米子水鳥公園及び米子水鳥公園ネイチャーセンターの指定管理者の指

定について ［原案可決］
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議案第１０７号 米子市シルバーワークプラザの指定管理者の指定について［原案可決］

議案第１０８号 米子市福祉保健総合センターの指定管理者の指定について［原案可決］

陳情第７４号 地方消費者行政の拡充を求める意見書の提出について（陳情）［不採択］

陳情第７５号 保健所の機能強化を求める意見書の提出について（陳情） ［不採択］

陳情第７９号 安心安全な教育環境のための少人数学級を求める意見書の提出を求める

陳情 ［不採択］

報告案件

・ヌカカ対策事業について ［市民生活部］

・米子市老人福祉センター(ふれあいの里内)の入浴施設の休止について ［福祉保健部]

・令和２年１０月１日現在の保育所入所待機児童数について ［福祉保健部]

・令和３年米子市成人式開催概要について ［教育委員会］

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

午後１時００分 開会

○国頭委員長 ただいまから民生教育委員会を開会いたします。

本日は、９日の本会議で当委員会に付託されました議案７件、陳情３件についてを審査

いたします。

初めに、陳情第７９号、安心安全な教育環境のための少人数学級を求める意見書の提出

を求める陳情を議題といたします。

当陳情の審査に当たり、参考人として、陳情提出団体であります新日本婦人の会米子支

部支部長の柳瀬様に出席いただいております。

早速、説明をしていただきたいと思いますが、説明は分かりやすく、簡潔にお願いいた

します。また、説明は着席したままで構いません。

それでは、柳瀬様、お願いいたします。

○柳瀬氏（参考人） 新日本婦人の会米子支部の柳瀬和子です。意見陳述いたします。
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鳥取県では少人数学級施策として、小学１、２年だけで３０人以下、中学１年は３３人

以下、その他は３５人以下と、国の基準以上の配置基準で実施されています。全国各自治

体ごとに何らかの形で少人数学級の施策が実施されていますが、自治体ごとで格差が広が

っているのが現実です。全ての子どもたちがどこで生まれても同じようにゆとりを持って

教育を受けられることは、多くの保護者、教育関係者の願いです。私たち新日本婦人の会

が毎週発行しています新婦人しんぶん８月６日号に、少人数学級を求める署名の取組を紹

介しています。これは資料としてお配りしていますので、ぜひ目を通していただきたいで

す。著名な教育研究者１２名の呼びかけた署名が瞬く間に広がりました。コロナの時代に

子どもを大切にする学校を子どもたちにと、安心安全な少人数学級の実施と、授業を詰め

込み過ぎない学校生活の保障を求める署名です。短期間の取組にもかかわらず、米子では

３７８筆集まりました。全国では１８万人以上が賛同をしています。国会では、萩生田文

科大臣は少人数学級実現の質問に対し、不退転の決意で取り組む勇気をもらったと答弁さ

れています。ぜひ、米子市議会から国に意見書を上げていただきたいと思います。

参考に申し上げますが、県内でこのように意見書を採択した議会は、境港市、倉吉市、

湯梨浜町、琴浦町です。

以上で説明を終わります。

○国頭委員長 説明は終わりました。

参考人に対して、質問はございますか。

土光委員。

○土光委員 質問します。まず、この陳情の趣旨をもう一度確認したいと思うのですが、

安全安心な教育環境というのは、今のコロナ禍の状況で１学級の人数が３０人以上とか３

５人とか、そういった状況で、いわゆるソーシャルディスタンスというか、そういったこ

とが難しいのでもっと１学級の人数を少なくしてほしいというか、そういったのが一番の

趣旨だというふうに理解していいですか。

○柳瀬参考人 答えていいですか。

○国頭委員長 柳瀬様。

○柳瀬参考人 やっぱり３０人、３５人では、１人の教師では一人一人にきめ細かく対応

ができないということです。教室の中で２０人以下の少人数で配置基準をしていただきた

いということです。実際に、コロナのときに一斉休校の後、分散登校をした子どもたちが、

授業がよく分かったとか、子どもたちが少ない人数で授業を受けたことがよかったという

ふうな声が出ているわけです。現在の３５人とか４０人でしたら、教室の中は歩くのにも

ソーシャルディスタンスが取れませんね。それで、やっぱり教師の目が一人一人に行き届

かないと思います。ですから２０人以下のクラス編制ができたらいいと思います。それで

この陳情を出しました。以上です。

○国頭委員長 土光委員、よろしいですか。

土光委員。

○土光委員 この陳情の趣旨って、例えば少人数学級にという話自身は以前から、いろん

なとこから出ていると思います。その理由としては、今言われたきめ細かい教育とか、教

師の目がちゃんと届くように、言い換えればそういった教育が実現できるように１学級の

人数を少なくという話、そういった議論、ずっと以前からあると思うのですが、今回、特

に今回の陳情というのは、それの考え方に沿ったものか、それとも、特にこれ、陳情の題
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名が安心安全なという形、それから陳情の趣旨、理由でも触れているのですが、今のコロ

ナ禍の環境で、今の学級、１学級の定員では、いわゆるソーシャルディスタンスがなかな

か取りにくい状況があるので、それが、そういう理由で少人数学級というふうにこの陳情

は言っているのか、あんまりそのコロナのことではなくて、要は一言で言えばきめ細かい

教育を実現するために少人数学級をというふうな、そういった趣旨での陳情なんですか。

○国頭委員長 柳瀬様。

○柳瀬参考人 特にコロナになって、特に危険だということが分かったということで、２

０人以下ということを要請します。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 多分、両方の面があるんではないかというふうに理解しました。

それから、先ほどの説明で、鳥取県では学年によって違いますけど、最大３５人以下の

学級が実現している。これは県独自というか、米子市も含めてそういった施策の結果とい

うふうになっている。先ほどの陳情で、鳥取県はそうだけど、全国を見ると必ずしもそう

なっていない自治体もある。だから、今回の意見書というのは、場所によって教育の格差

が生まれないようにということで、いろんな自治体から、なかなかまだ４０人学級しか実

現してないとこも国の施策で少人数になるようにという、そういった全国的な視点で見て、

教育環境をよくするために各自治体から意見を上げてほしいという、そういう趣旨ですか。

○国頭委員長 柳瀬様。

○柳瀬参考人 はい、そうです。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 鳥取県の施策とか状況に関しては、どういうふうな評価をされていますか。

○国頭委員長 柳瀬様、よろしいですか。

○柳瀬参考人 小学校１、２年だけが３０人以下ですけれども、やはりこれも３０人でも

多いと思います。３５人クラスよりも、それよりも少人数にするほうが子どもたちのため、

人格形成のためには３５、３０人、３５人でも多いと思います。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 この陳情で、最後の記ということで、２０人学級を展望しというふうに、意

見書では取りあえず３０人以下の学級編制が可能になるようにという内容の意見書を上げ

てくださいということですが、３０人では、やはり３０人でも多過ぎますか。２０人だっ

たら、その辺、いろんな課題が解決されるというふうにお考えですか。もしそうだとする

と、その辺の、なぜそのように考えるかというところが、何か説明できる範囲でというこ

とでいいですけど、要は３０人でもまだ多過ぎる、目指すのが２０人。逆に言うと、じゃ

あ２０人だったら大丈夫というふうに考えていると受け止められるのですが、その辺の考

え方を説明してもらえますか。

○国頭委員長 よろしいですか、柳瀬様。

○柳瀬参考人 今の３５人、４０人のところから即３０人というのも、なかなか国として

は難しいんじゃないかと思います。それを２０人にしてほしいという願いもすぐにはかな

わないと思いますので、３０人以下というふうになっておりますけれども、２０人でも、

それでも十分だとは思いません、もう少し人数が少ないほうが子どもたちにはよい教育環

境になると思います。

国の教育予算をもっと増やしてほしいということからですので、３０人以下の学級編制
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と、それから２０人以下にしてほしい、本当のところは２０人以下を目指してほしいとい

うことです。以上です。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

ほかにないようですので、参考人に対する質疑は終結いたします。

次に、本陳情の賛同議員であります岡村議員から説明を求めます。

賛同議員も参考人同様、着席したままの説明で構いません。

岡村議員。

○岡村賛同議員 陳情第７９号について、賛同理由を述べさせていただきます。

国が定める義務教育標準法では１クラスの定員が、小学１年のみが３５人となっている

以外、その他は全て４０人となっています。少人数学級の教育的効果を認めている鳥取県

内では、小学１、２年は３０人学級、中学１年は３３人、その他は３５人学級として、少

人数学級を一歩前に進めています。その基準を超える教員の配置については、鳥取県と各

市町村が折半で加算に関わる人件費を拠出しています。その人件費の米子市の持ち出しが、

今年度、小学校で教師２２名分、中学校で１４名分、合わせて３６人分の人件費の半分、

計７,２００万円、米子市にかかっているということになります。国の制度となれば、それ

ら市の持ち出し分が軽減されることになります。少人数学級の教育的効果については異論

がないところだと思います。今年１１月１４日付のしんぶん赤旗では、少人数学級の実現

を国に求める地方議会の意見書が、北海道や高知県など１６の道県を含む５３４議会で採

択されていると報道されています。ぜひ、少人数学級を国に先駆けて一歩前に独自に進め

ている鳥取県内の自治体から、国の制度として少人数学級をするよう意見書を上げていく

べきだと考え、賛同理由とさせていただきます。以上です。

○国頭委員長 賛同議員による説明は終わりました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

土光委員。

○土光委員 先ほどの陳述の中で、少人数学級の教育効果は認められているというふうに

言われたと思います。この場合の少人数学級は何人ぐらいのことが前提で教育効果が認め

られているという、この場合の少人数学級はどのぐらいの人数を想定してそういうふうに

言われているのかどうか。

それから、もう一つは教育効果、少人数学級で教育効果が、何かいろんな意見とか、い

ろんな研究結果で、この効果に関してもあるという結果もあるし、あるけど非常に僅かだ。

ないという効果はあるのかな、その辺のところは、もう効果はあるというふうに、ほぼ確

定しているというふうに理解していいのですか。

○国頭委員長 岡村議員。

○岡村賛同議員 私が言う少人数学級というのは、鳥取県が今進めている、これは４０人

以下学級、４０人じゃなくて３５人とか３０人とか、そういったものが国の義務教育標準

法に比べて少人数だといった点で少人数学級というふうに言っております。

それと教育的効果については、この議場でも教育長が効果があるというふうな形での答

弁もなさっとる、私もそれに賛同しております。以上です。

○国頭委員長 よろしいですか。

ほかにありませんでしょうか。

ないようですので、これより討論に入りたいと思います。
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（「当局というか、の質問とか構いませんか」と土光委員）

○国頭委員長 ありますか。

○土光委員 はい。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 当局にお聞きしたいのですが、鳥取県は国の基準よりも上乗せという形でそ

れなりに予算措置をして、米子市と折半になるのかな、こういうふうに国の基準以上の環

境にするという、そのためのそれなりの予算措置をするという、多分米子市もそういうふ

うに思っているから折半ということで予算措置をしているんだと思いますけど、国の基準

ではやはり十分な教育効果は得られない。逆に、上乗せすれば教育効果がより進むという

ふうに考えてだと思うのですが、その辺に関しての見解をお聞きします。

○国頭委員長 西村学校教育課長。

○西村学校教育課長 鳥取県は平成２４年度から、市町村の協力の下で少人数学級を導入

しているわけですが、議員御指摘のように、人数が少なくなれば一人一人に応じたきめ細

やかな指導の充実が図れたりですとか、学校生活や人間関係の円滑な適応など一定の効果

があるというふうに認識しておりますが、ただ、一方では、児童生徒同士や教員との信頼

関係を構築しながら、子どもたちが一定の人間関係を摩擦の中でつくっていくという観点

では一定の規模が必要とも言われておりまして、そういったことで、ただ単に少なければ

いいとか、多ければ駄目だとか、そういった議論ではないというふうに認識しております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 今の一定の規模というのは、１学級何人ぐらいというふうに考えられている

んですか。

○国頭委員長 西村課長。

○西村学校教育課長 今、現状の鳥取県の人数が一定の規模というふうに本市としては認

識しております。

○国頭委員長 よろしいですか。

そのほか、質疑はございますか。

ないようですので、これより討論に入ります。

採決に向けての委員の皆様の御意見を求めます。

そうしますと、最初は石橋委員、伊藤委員、岡田委員、土光委員、矢田貝委員、門脇委

員、岩﨑委員の順番でよろしいでしょうか。

石橋委員、お願いいたします。

○石橋委員 少人数学級を求めるこの陳情は、今の新コロナの状況の中で、本当に２０人

ぐらいのクラスでしなきゃ距離が保てない、本当に密になるということの中で、急遽、急

いでということで上がってきていると思います。ですけれど、少人数学級にするべきだと

いうか、したいというその願いは、もう長いこと続いているものです。

ＯＥＣＤの２０２０年版の図表で見る教育というのを見ますと、ＯＥＣＤの各国平均で

小学校は２１.１人、中学校２３.３人ですけど、日本は小学校２７.２人、中学校が３２.

１人ということになっています。このグラフ、小さいから見えませんけど、赤いところは、

日本は最も多いほうなんですね、１クラスの人数が。アメリカとかイギリスなどでは３０

人以下というところから、さらに２０人以下、１５人以下というふうなところを目指して

ずっとされているということで、一人一人に目配りした指導を行うということを重視して
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いるという傾向があります。

子どものグループ、集団が小さいということになると、その中で、子どもはその他大勢

ではなくって、一人一人が自分がそこの場の主人公、主体性を持って学んでいくっていう

ふうなこともありますし、それから子ども同士もお互いのことをよく分かり合いながら切

磋琢磨していく、集団で啓発し合うという関係も生まれるというふうに、このＯＥＣＤの

報告の中では書いてあります。

それに加えて、日本の教員の数というのは、やはり少ないんですけども、自己研さんの

率というのもやはり他国に比べて少ないんですけど、それはもう本当に多忙だということ

が大きい原因かというふうに思います。そして、日本では、もし職業を選び直すならもう

一回先生になるのかと言われたときに、選ぶ人っていうのは５４％ちょっとなんですけど、

ＯＥＣＤの平均７５％ということで、これも下回っている。なかなか自分の研さんもでき

ないで、大変忙しい仕事をしているという現実が見えます。やはり教員の数を増やして、

少人数学級を増やして、子どもにも、教員にも、やはりいい教育の現場をつくってもらい

たいという意味合いから、この陳情は採択すべきだというふうに思います。

そして、少人数学級はいじめとか不登校なんかの問題に対しても、やはりきめ細やかな

対応ができて、やっぱり減らす効果があるということも言われております。

以上、採択すべきの意見です。

○国頭委員長 次に、伊藤委員。

○伊藤委員 私は、少人数学級を求めるこの方向性については同じ考えでございます。し

かし、今はコロナ禍で、新しい生活様式やその対策が学校現場でも優先となっております。

職員数だとか、あと教室などの影響も懸念されますことから、このコロナ禍での少人数学

級実現を求めるこの陳情については採択をしません、不採択でお願いしたいと思います。

○国頭委員長 次に、岡田委員。

○岡田委員 私は、この安心安全な教育環境のための少人数学級を求める意見書について

は、採択をしないということでお願いをしたいと思います。

考え方としては分かりますけれども、国のほうも、少人数によるきめ細かな指導体制を

計画的に整備していくだとか、ＩＣＴの活用などをしていくというようなことを打ち出し

ておられますけれども、ここに書いておられる２０人学級を目指してというところで、そ

ちら、その人数が適当なのかどうかというところもありますし、今、ＧＩＧＡスクール構

想等、いわゆる学級の人数を減らすということだけでなくて、ほかの部分での教育に対す

る協力、いわゆる教育現場が働き方改革もできて、子どもたちによりよい教育ができるよ

うにということで、様々な方面から国のほうも動いておりますので、そちらのほうを注視

していきたいというか、協力をしていきたいというふうに思いますので、この本陳情に関

しては、採択をしないということでお願いします。

○国頭委員長 次に、土光委員、お願いします。

○土光委員 採択しないを主張します。

この陳情で、今の説明でなるほどなという点は２点あるのですが、その２点というのは、

例えば鳥取県はある意味で恵まれているけど、他府県ではまだそういった状況になってい

ない実情があるから、多くの自治体で声を上げるというのはなるほどなと思いました。

それからもう一つ、国が制度として３５人学級というふうにすると、それこそ県とか米

子市の負担がなくなるから、それもなるほどなというふうに思うのですが、１つはコロナ
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禍の対策として、今、少人数学級を実施してくださいというのは、コロナ禍の対策として

はあまりいい方法ではないと思います。というのは、コロナ禍の対策は今しないといけな

いことで、この少人数学級云々を実現するのは、予算とか先生とかいろんなことで、これ

はすぐに実現できないことなので、コロナ禍の今の状況、より安全安心な学校教育環境を

目指すという意味では、もっとほかにやるべき対策、したほうがいい対策があるのではな

いかと思います。

それから、もう一つは、少人数学級できめ細かな教育の実現、それはそう思いますが、

言い換えると、要は先生の多忙をより少なくして、先生がきちっと子どもを見ていけるよ

うな環境をつくるという視点で考えていくと、必ずしも１学級の数を減らすということは、

１つの方法ではあるけど、それだけではないと思います。例えば、１学級の数は今のまま

で、先生が１週間に持つ授業のこま数を減らす、つまり学級数はそのままで先生の数を増

やすという方法もあるし、それから、岡田委員がちょっと触れましたけど、ＧＩＧＡスク

ールでこういったＩＴをどういうふうに利用するか、様々な議論があって、そこはきちん

と議論をして一番いい方法を選ぶべきではないかと思って、まだまだここは議論が必要な

とこだと思うので、即、今少人数学級でいこうということにはならないのではないかとい

うふうに思うので、この陳情は不採択です。

○国頭委員長 次に、矢田貝委員、お願いします。

○矢田貝委員 私も、この７９条の陳情には不採択でお願いしたいと思います。

まず、この陳情をずっと読ませていただいたのと、それから柳瀬様の説明をお伺いさせ

ていただきましたけれども、１つはコロナの対策というところからの陳情の導入で、それ

を求めていかれるのかなというふうに思いましたけれども、最後の、本当の目的といいま

すか、陳情の内容というところは少人数学級というところで、この陳情そのものがもう少

し整理する必要があるのかなというふうに感じているところであります。

学校現場においては、全力の感染拡大防止対策を最優先していただいているというふう

に認識をしておりますし、教育委員会だけではなくて、当局におかれても情報発信である

とか、教育現場のその対策というのは全力で取り組んでいただいているというふうに私個

人としても認識をしております。その関係の方々に感謝したいと思いますし、このコロナ

の感染拡大防止に対しては、児童生徒の日々の全力の対策というのも本当に終わりのない

中で頑張っていただいていることと思っておりまして、それにも感謝をしたいと思います。

この陳情として、繰り返しになりますけど、感染拡大防止を求めているようであります

けれども、国への少人数学級への対策を求めているというところで、その両面とも私は思

いを受け止めますが、陳情としては不採択というふうな扱いにさせていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

○国頭委員長 次に、門脇委員。

○門脇委員 私は、本陳情に対しては不採択、採択しないでお願いしたいと思います。

先ほど説明していただきましたけど、この陳情の内容はよく理解できますし、少人数学

級の必要についても理解をしているつもりでございます。

ただし、陳情趣旨、理由の中に、２０人学級を目指し、早急に３０人以下の学級編制に

することが求められますと、こうありますけども、一律に学級編制の人数を示すというこ

とに、少し私は抵抗を感じております。

また、意見書の７行目のところから、令和２年９月８日に開催された政府の教育再生実
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行会議の初等中等教育ワーキング・グループでのこの会議内容が示されておりますが、こ

の後に、この陳情が出されました１１月２６日、これまでに、この一番近いところでは１

１月１７日に４回目の会合が開催されたと伺っております。ぜひ、このときの会議の内容

も示していただきたかったなという思いがございまして、ちょっと調べてみますと、新聞

報道によると４回目の会議内容は、ちょっと紹介させていただきますけど、少人数学級の

必要性は維持しつつ、一律に学級規模を縮小するというより、ポストコロナ期に目指すべ

き新たな学びを実現するために適正な規模を考えると、こういう発想に立つ方向性が示さ

れたと、こういうことが報道されておりましたし、また、会合後に記者会見した内閣官房

教育再生実行委員会会議担当室の池田貴城室長によりますと、少人数の指導を進めるとい

う方向性はこれまでどおりだが、本当に必要なのは、単に学級規模を縮小するということ

ではなく、これから目指す新しい学びに応じた学級サイズの適正化ということではないか

という意見が出され、他の委員も賛同したと、こう述べられております。

現在、ＩＣＴの活用、ＧＩＧＡスクール構想が進展中ということも鑑みまして、また、

先ほど紹介した４回目の会議内容からも、今の段階では、まず政府の教育再生実行会議の

初等中等教育ワーキング・グループの、この会議を注視すべきであると私は考えますので、

本陳情に対しては不採択、採択しないでお願いしたいと思います。

○国頭委員長 それでは、次に、岩﨑委員。

○岩﨑委員 結論から申し上げますと、採択しない、不採択を主張したいと思います。

岡田委員のほうからもありましたように、国のほうでもやはり２０２０骨太の方針でも

もう既に示されておりますけども、少人数によるきめ細やかな指導体制の計画的な整備、

あるいはＩＣＴの活用なんかを、新しい時代の学びの環境の整備についてとして検討を既

に進められております。そして、適切に今後も対応していかれるということでございます

ので、本陳情は採択しない。よろしくお願いします。

○国頭委員長 それでは、討論を終結いたします。

皆様、採択、不採択であったと思います。

これより採決いたします。

陳情第７９号、安心安全な教育環境のための少人数学級を求める意見書の提出を求める

陳情について、採択することの賛成の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手･･･石橋委員〕

○国頭委員長 賛成少数であります。よって、本件については、採択しないことに決しま

した。

次に、先ほど不採択と決しました陳情第７９号について、委員会審査報告書に記載する

意見の取りまとめを行います。

採決結果の理由につきましては、先ほどの各委員から出されました御意見を正副委員長

において集約いたしまして、各委員に御確認いただきたいと思います。よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議がありませんでしたので、そのようにさせていただきます。

以上で陳情審査を終わります。

柳瀬様、本日は御出席いただきありがとうございました。

民生教育委員会を暫時休憩いたします。
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午後１時３６分 休憩

午後１時４０分 再開

○国頭委員長 ただいまより民生教育委員会を再開いたします。

教育委員会からは１件の報告がございます。

令和３年米子市成人式開催概要についての当局の説明を求めます。

木下生涯学習課長。

○木下生涯学習課長 令和３年米子市成人式の開催概要について、生涯学習課から御説明

いたします。

全国的に新型コロナウイルスが感染拡大している状況下にあって、成人式の開催につき

ましては様々な御意見をいただいており、また、情勢も日々刻々と変化をしておりますが、

現時点で本市において準備を進めております内容について御報告させていただきます。

まず、成人式の開催についてでございますが、成人式は新成人の門出をお祝いするとと

もに、郷土への誇りと愛着を持っていただくことや、式典の開催により成人としての自覚

を促すことを目的に開催をしているものでございます。当事者やその家族にとって、一生

の区切りとなる大切なものであると考えておりまして、できる限りの感染防止対策を講じ

て開催するよう準備を進めているところでございます。開催日時は令和３年１月３日、日

曜日、午後２時から、会場は米子コンベンションセンターを予定しております。

次に、新型コロナウイルス感染防止対策についてでございますが、予定している主な感

染防止対策として１２項目を挙げさせていただいております。

まず、（１）で式典内容の見直しとして、式典時間の短縮、舞台上の密を避けるため登壇

者を減らすこと、国歌や米子市の歌の斉唱を独唱に変更することなどを考えております。

（２）から（７）までは会場での対策でございます。（２）入場時の検温、手指消毒の徹

底。（３）会場内及び会場周辺でのマスク着用ですとか、大声を出さない、密集、密接しな

いように呼びかけを徹底することにしております。（４）会場内にガイドポール等を配置し

て、滞留、密集状態を防止すること。（５）例年行っております会場内の飾りつけを廃止し、

記念写真の撮影による密集状態を防止すること。（６）新成人と来賓との動線を分け、年代

が異なる方同士の接触を防止すること。（７）多目的ホールの入場人数を定員の半数までに

制限し、国際会議室を分散会場として活用することとしております。

また、（８）自粛等で式典に参加できない方への対応として、式典のインターネット配信

をするよう検討しております。（９）以降は参加者への呼びかけでございますが、今年度は

事前申込制とさせていただいておりまして、事前に参加申込みをしていただくことにより

連絡先を把握し、万が一感染者が出た場合に対応できるよう備えております。そのほか、

参加者に対しまして、高熱、風邪症状がある場合の参加自粛要請ですとか、日常生活にお

いて感染防止に留意していただくよう啓発、式典後の同窓会などの飲食の自粛要請を行っ

ております。

感染防止対策は、今後必要に応じて追加をしてまいります。また、成人式開催に関する

最新の情報につきましては、市ホームページを随時更新して情報提供をしております。

説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

委員の皆様からの質疑、御意見を求めます。

石橋委員。
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○石橋委員 幾つかちょっとお伺いしたり、意見を言います。

来年度の成人を迎える人は、米子市では大体何人になるんでしょうか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 市内での、来年度というのは、今度の。

（「はい」と石橋委員）

○木下生涯学習課長 市内にお住まいの該当者が１,５４６名です。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 成人式というのは、本当に一人の人生の中で大きな節目になります。本人も

御家族も大変心待ちにして、いろいろ思いがあることだと思いますが、毎年成人式の様子

を見ていますと、やはりどうしてもすごく密だなというふうなことを感じます。会場の周

辺のことはいろいろ配慮をされるように書いてありますが、ここの中で、もう一つ気にな

るのは、会場の外の状況です。始まるまでに、成人は次々集まってきて、会場外の広場で

大変触れ合うことを楽しみにしとられます。ああいうところも、やはりちょっと規制をか

けて密にならないようにしなきゃいけないなというふうに思うので、それがちょっと１点

申し上げたいことです。

もう一つは、そうはいってもいろんな土地、東京やら大阪やら名古屋やら北海道にもい

らっしゃるかもしれん、いろんな土地から帰ってくる成人の人っていうのは、帰ってくる

本人自身もそれを迎える家族も大変コロナに関して御心配だと思います。もし仮に症状が

なくて、帰ってきて、それで米子にコロナを広げてしまったらいけんっていう思いは、本

人も家族も本当に強くて、そこは悩ましいところだと思うんです。他の自治体でぼちぼち

出ているように、成人に対して、特にここの事前申込みをされた方に対してＰＣＲ検査を

すると。無料でというふうに望みたいんですが、無料ができなければ半分とか３分の２の

補助とかという考え方もあるかもしれませんが、岩美町でしたかね、などは町が全額負担

で、琴浦もそうだったかと思いますが、ＰＣＲ検査をするというふうに方針を出しておら

れます。そういう、その保障を片方でしながら、心置きなくというか、本当に喜んで成人

が式典に参加できるように、喜んで帰ってきて、同じ年代、年の友人と触れ合う、触れ合

うっていっても密にならんようにですけど、顔を見たりすることができるようにしてあげ

たいというふうに思うんですが、その点はいかがでしょうか。ぜひ検討をお願いしたいん

ですが。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 会場外で密にならないようにということでございますが、これはス

タッフを配置いたしまして呼びかけ、それから会場外であってもマスクの着用を徹底させ

るように呼びかけをすることにしております。

それから、ＰＣＲ検査についてでございますが、今、調査をしているところによります

と、山陰の各市においては、現在のところＰＣＲ検査をする予定はないということで伺っ

ております。実際、ＰＣＲ検査をするとなりますと、いろいろと問題もございます。その

有効性についてもいろいろと意見があるところでございますので、これについてはもう少

し様子を見たいなと。ここでやる、やらないということはなかなか申し上げにくいかなと

いうふうに思います。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 コロナが発生した後でＰＣＲ検査をしていくんではなしに、ぜひこういうク
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ラスターが発生しやすいような条件のあるときに、先んじてやはりそれを防ぐような対策

というのは本当に必要だと思いますし、それが本当に賢いことだというふうに思います。

今、やっぱりコロナの問題では後追いの検査ではなくて、先に検査をして感染を防ぐ、こ

のことをぜひお願いしたいというふうに思っております。ぜひ、検討してください。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

矢田貝委員。

○矢田貝委員

感染防止対策、具体的に１２項目見させていただいたんですけど、この３密状態の回避

であるとか、私も石橋委員がおっしゃったみたいに、屋外の密集っていうところを案じて

いるんですけれども、その辺りにどのように密集、滞留をしないように徹底をしていくの

かというところの具体的な案をお持ちですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 屋外についての具体的な案というのは、今は呼びかけ以外には持っ

ておりません。なかなか動きというのをコントロールするっていうのは難しいのかなとい

うふうに思っております。配置する人数を調整して、指示をしていくということなのかな

というふうに考えております。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 私は、声を出して徹底していくというところが、まず、よりざわついてい

くっていうところにつながるというふうに考えるんですね。ですので、大きなボードでも

って静粛にしていただくであるとか、何人以上集まっているところのほうに向かって、例

えば何かメッセージを示していくというような工夫が要るんじゃないかなというふうに考

えます。屋内につきましては、ガイドポール等を設置というふうに書いてあって、何か工

夫を考えてらっしゃるのかなというふうに思いますけれども、きっちりとそのあたりの対

応をしていただきたいというふうに思います。入場がとにかく開会間際になって流れ込み

ます。そのあたりがないような工夫をぜひともお願いをしておきたいというふうに思いま

す。

あと、アプリ関係なんですけれども、若いお子さんですから、スマホ等使いこなしてい

らっしゃると思いますので、鳥取県のアプリも含めまして、その辺の登録をしっかり訴え

ていただきたいなというふうに要望しておきたいと思います。

あと、１,５４６人の対象に対して、今のところどれくらいの事前の把握といいますか、

予定になっているのかというのが分かれば教えてください。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 すみません、先ほど１,５４６と申しましたが訂正します。１,４５

６でございます、すみません。

事前登録でございますが、現在のところ、７００名ちょっとの事前申込みをいただいて

おります。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 分かりました。その方々にもし再度何らかの発信をするチャンスがあるの

であれば、アプリ、それから事前の滞留等をという、再度の徹底が何かホームページをみ

んなが見るとも限りませんので、できればいいんじゃないかなというふうに思います。

以上です。
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○国頭委員長 ほかにありませんか。

門脇委員。

○門脇委員 まず、今、矢田貝委員が言われましたアプリの導入っていうか、この件につ

いては、要望されましたけど、当局としてはどういう考えをお持ちなのか、まずお聞きし

たいと思います。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 実は、事前申込制を導入させていただいているんですけども、この

中でアプリの登録の呼びかけをしております。ですので、まずはそこでアプリの導入を同

意していただいて、申込みをしていただくということにしております。それから、会場に

おきましてもＱＲコード等を設置して、その場でも登録できるように準備をする予定にし

ております。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 分かりました、ありがとうございます。

次に、今年度の米子市の各事業においても、その事業に対して、こういう場合になった

ら中止するよというような取決めが今まであったと思うんですけど、ちょっとここには、

今、表記されてないんですけど、そういう、例えば成人式において、コロナ関係でこうこ

うなったら中止するという、そういう基準といいますか、そういうものはお持ちでしょう

か。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 これは、いつそれを判断するかということも難しいところでござい

ます。一応、今、全国的に短期集中取組期間とされておりますのが１２月の１７日でござ

いますので、その頃を目途に状況のほうで判断をしていきたいと思っておりますが、具体

的な判断基準ついては、そのときに検討してお示しをしたいなというふうに考えておりま

す。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 難しい問題というか、判断になると思いますけど、そこのところはしっかり

とお願いいたします。

それと、（１２）ですけども、式典後の同窓会自粛要請ってありますけど、ちょっと非常

にこの同窓会っていうこの表記、受け取り方が難しいんですけども、本当に大きく何十人

も集まって同窓会という意味なのか、例えばもう何人以上の集まりはちょっと自粛してく

ださいよという意味合いなのか、その捉まえ方がいまいちよく分からないんですけど、こ

こをちょっと説明をお願いします。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 これは言葉としては、大人数での会食やカラオケは感染リスクが高

まりますので自粛をしてくださいというような言い方で呼びかけをしております。具体的

に何人というふうに、数をお示しはしておりません。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 なかなかね、人数を示さないと、個々に任せると、１０人でも少ないって思

われる方もおれば、５人でもやっぱり多いって思われる、その個々に判断を任せるってい

うのは非常に危ういと思いますので、この辺もよく検討していただきたいなと思います。

それと、特に成人式で、二十歳で集まられた人たちばかりですので、やっぱり式典後の、
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集まりやすいというか、これを楽しみに帰ってこられる人も、集まってこられる方も多い

と思いますので、これ本当に周知をしっかりしていただかないと、なかなか伝わりにくか

ったりすると思いますので、この辺のところもしっかりしていただきたいと思います。

あとは、すみません、１番ですけど、ずっとこう書いてありまして、式典内容の見直し

も行うということですけど、ここにちょっとアトラクションのことが書いてありませんけ

ど、この１月の成人式のアトラクションについて少しお聞きしたいと思います。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 今年度は、式典については、式典のみを行って、アトラクションは

行わないことにしております。ただ、式典終了で来賓の方に御退場いただいた後に、新成

人だけでオリンピックの代表の三上選手、入江選手のオリンピック壮行会というような形

で短時間ですけれども行うように、成人式実行委員会のほうが準備をしているところでご

ざいます。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 じゃあ、しっかり感染防止対策、万全にしていただきまして、成人式を行っ

ていただきたいと思います。以上です。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

岡田委員。

○岡田委員 結論として、されるということで、実は私も子どもがこのたびなんですけれ

ども、あくまでも、これ当然ですけども、幾ら市のほうが対応しても、これは自己責任で

あって、ここに来ることも、来ないことも、本人の判断に当然ですけども委ねておられる

ということで、これ新成人になるわけですから、私も娘に言うんですけれども、当然、そ

れぞれ環境が違います。ですので、その中で自分で判断をして、こういう環境下ですので、

職業によっても、例えば家族の中に既往症のある方がおられる方もおられるでしょうし、

一人の方もおられるでしょうし、それは自己判断をしてくれというのを娘に言うんですけ

れども、やっぱりこのたびのことも、やっぱりいろんな立場のお子さんがおられるし、親

御さんもおられて、いろんな思いもあって、ただこれを中止ということで、その行くとい

う選択肢をなくすというのは今回避けられたということで、ただやっぱりされるもんです

から、やっぱり行きたくなるのが当然ですけども、人情だと思いますし、同級生に久しぶ

りに会いたいなと思う気持ちは当然あるんだろうと思うんですけど、そこで、やっぱりい

わゆるあくまでも自己責任できちっとやってほしいということも加えて、ちょっと厳しい

言い方になるかもしれませんけれども、やっぱりそういうことになるんだろうと思うんで

すね。これからの米子市が行う行事に関して言っても、当然ですけど万全の対策を取って

いただくように私も要望したいと思いますけれど、これは１００％リスクを抑えるという

ことはできないわけですから、最後は自己責任でやっていただくということになるので、

そこは厳しい言い方のようですけれども、リスクに、それぞれの方の立場、状況に応じて

やっぱり判断をしていただくようにお願いをぜひともしていただきたいなというふうに思

いますので。

対策のほうはいろいろと考えて、これからも万全の体制を取られると思いますので、そ

このあたりですね、その後また、ここでもし万が一、出てしまったときに、いろいろ誹謗

中傷とかなんとかっていうことあります。全国的に見ると、高校生に対してもかなり厳し

いことを、そこも賛否両論があって、何かマスコミの中ではマスクを取って高校生がしゃ
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べっていたから感染したみたいなことを言う人もいますし、逆に高校生が一般の生活の中

で多少マスク取って話したことが、そんなにいわゆる非難をされるべきことなんだろうか

っていうような議論もあって、そこらはいろいろあるんですけれども、言い方が悪いんで

すけど、もし出たにしても万全の対策をして、それぞれがやっぱり責任を持って来とられ

るわけですので、誰かのせいということでは当然ないわけで、やっぱりそこは、逆に言う

と、出てしまったときには全員が協力して、なられた方に対しては早く回復するようにし

なきゃいけませんし、医療体制等できちっとした体制を取っていただけるように、やっぱ

りみんなが、何ていうんですかね、悪い方向に言うんじゃなくって、もしなってしまった

場合には速やかにその状況が解決できるように、前向きに行けるように啓発というか、言

っていただきたいなということも付け加えて申し上げておきたいと思います。

○国頭委員長 意見ということで。

ほかにありませんか。

土光委員。

○土光委員 まず、対象者が１,４５６ということですが、この対象者というのは該当の

年齢で、米子市に住民票がある者ということで対象者になるんですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 そのとおりでございます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 よく一般的に、今、帰省とかなんかで市外に、広く言えば県外に、例えば学

校関係で県外に行くとか、それから就職関係で県外に行く、よくこれ言われるのは、いろ

んなとこからいわゆる帰省と、帰ってきて、そこで集まって大丈夫かなみたいな、そうい

うふうなイメージがあるのですが、米子市に住民票がある人が対象だったら基本的に米子

市に住んでいる人が集まるというふうにも思えてしまうんだけど、ただ、実際は、例えば

学生さんなんか、県外に行っているけど住民票はそのままというケースが多いから、実態

として成人式で集まるのは県外に住んでいる人が集まる場になるというふうに考えていい

ですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 住民票がない方であっても、中学校なり高校を米子市で過ごした方

で希望があれば参加をいただくということで、個別に連絡をいただいて招待状のほうを発

送しております。今年度につきましては事前申込制をしておりますので、現住所というか、

今お住まいのところを情報として書いていただくようにしております。それによりますと、

今、７００名のうち大体２００名ぐらいが県外の方だというふうに把握をしております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 分かりました。７００名のうち２００名は実際県外にお住まいの方がという

ことです。

ただ、今、対象者は米子市に住民票がある人だというふうに言ったのですけど、でも、

なくても中学までか、高校も、分かんないけど、米子市に一定程度住んでいて、住民票を

移している人も、希望があれば対象者にするのですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 そのような取扱いにしております。

○国頭委員長 土光委員。
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○土光委員 この１,４５６というのは、そういう人も含めて１,４５６という意味ですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 １,４５６は、今年の１１月１日現在、米子市に住民票を置いてお

られる方で、二十歳の年齢の該当の方が１,４５６名でございます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 だから、事実としては、対象者というか、成人式に参加はこの１,４５６以

外の方も来ることはあり得るということですね。分かりました。

それから、２番の感染防止対策についてのとこで、１番で時間短縮とあります。通常ど

のくらいの時間で、今回はどのくらいの時間に短縮をするのですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 通常が４０分くらいかと思います。これが３０分くらいになるので

はないかなというふうに思っております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 今の時間はアトラクションとか、今回、壮行会もやるということですけど、

それも含めての時間ですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 すみません、これは式典のみの比較でございます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 それも含めると、どのくらいがどのくらいになるんですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 例年ですと１時間半のところが、今年度は１時間で終わるように想

定をしております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 分かりました。

それから、１番で、国歌斉唱を独唱に変更、つまり、今回誰か１人が歌うという形を取

るということですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 そのとおりでございます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 これは意見ですが、みんな静かに曲を聞けばいいんじゃないかと私は思いま

す。まあ、意見です。

それから、７番で、多目的ホールの入場人数制限で、定員の半分という説明でした。定

員、何人でしたっけ。それから、もう一つは、国際会議室を分散会場として活用、この分

散会場で活用というのは、具体的にどういうふうな対応をするんですか。

○国頭委員長 木下課長。

○木下生涯学習課長 多目的ホールの定員は２,００４名でございます。ですので、半分

ですので１,００２名となります。国際会議室を分散会場として活用といいますのは、多目

的ホールの模様をカメラで映しまして、その音声を国際会議室のほうに映写をしまして、

そこでモニターで見ていただくというふうなことを想定しております。

○国頭委員長 よろしいですか。

ほかにありませんか。
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ないようですので、本件については終了いたします。

民生教育委員会を暫時休憩いたします。

執行部の入替えをお願いいたします。

午後２時０７分 休憩

午後２時０９分 再開

○国頭委員長 民生教育委員会を再開いたします。

議案第１０６号、米子市心身障害者福祉センター及び米子サン・アビリティーズの指定

管理者の指定についてを議題といたします。

当局の説明を求めます。

仲田福祉保健部次長。

○仲田福祉保健部次長兼障がい者支援課長 議案第１０６号について御説明いたします。

議案書１０６の１ページを御覧ください。議案第１０６号は、米子市心身障害者福祉セン

ター及び米子サン・アビリティーズの指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を受けるものでございます。

指定管理の対象施設は、米子市心身障害者福祉センター及び米子サン・アビリティーズ、

施設の所在地は、米子市心身障害者福祉センターが米子市皆生新田二丁目１０番１号、米

子サン・アビリティーズが米子市皆生三丁目１６番２０号で、この２施設を一括して管理

させることとしております。指定管理者に指定する者は、１１月の本委員会において御説

明をさせていただいた選定に至る過程及び理由により、社会福祉法人養和会でございます。

指定管理者に行わせる業務の範囲につきましては、施設の維持管理に関すること、施設の

利用やその利用促進に関すること、対象施設の管理に関する業務を一括して行うものでご

ざいます。

また、指定の期間につきましては、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５

年間でございます。説明は以上です。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。ありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第１０６号、米子市心身障害者福祉センター及び米子サン・アビリティーズの指定

管理者の指定について、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

次に、議案第１０７号、米子市シルバーワークプラザの指定管理者の指定についてを議

題といたします。

当局の説明を求めます。

塚田長寿社会課長。
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○塚田長寿社会課長 長寿社会課から、議案第１０７号について御説明いたします。

議案書１０７の１ページを御覧ください。米子市シルバーワークプラザの指定管理者の

指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を受けるもの

でございます。

指定管理対象施設は米子市シルバーワークプラザで、施設の所在地は米子市錦町一丁目

１１０番地でございます。指定管理者に指定する者は、１１月の本委員会において御説明

させていただいた選定に至る過程及び理由により、公益社団法人米子広域シルバー人材セ

ンターでございます。指定管理者に行わせる業務の範囲につきましては、施設等の維持管

理に関すること、施設等の利用に関すること、利用の促進に関することなど、指定管理対

象施設の管理に関する業務を一括として行うものでございます。

また、施設の指定の期間につきましては、令和３年４月１日から令和８年３月３１日ま

での５年間でございます。説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ありませんので、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第１０７号、米子市シルバーワークプラザの指定管理者の指定について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

次に、議案第１０８号、米子市福祉保健総合センターの指定管理者の指定についてを議

題といたします。

当局の説明を求めます。

中本健康対策課長。

○中本健康対策課長 議案第１０８号、米子市福祉保健総合センターの指定管理者の指定

について御説明いたします。

令和２年米子市議会１２月定例会議案書１０８の１ページをお開きください。これは、

米子市福祉保健総合センターの指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第

６項の規定により、議会の議決を受けるものでございます。

指定管理対象施設は、米子市福祉保健総合センター、ふれあいの里、併設の米子市保健

センター及び米子市老人福祉センターを含む、で、施設の所在地は米子市錦町一丁目１３

９番地３でございます。指定管理者に指定する者は、１１月の本委員会において御説明さ

せていただいた選定に至る過程及び理由により、旭ビル管理株式会社、米子市車尾五丁目

１番１号でございます。指定管理者に行わせる業務の範囲につきましては、施設等の維持

管理に関すること、施設等の利用に関すること、利用の促進に関すること等、指定管理対

象施設の管理に関する業務を一括として行うものでございます。
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また、指定の期間については、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間

でございます。説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

土光委員。

○土光委員 まず、ちょっと指定管理の選定の手順、やり方、ある意味で１０６号、１０

７号にも関連はあるんですけど、一応１０８号に関してということで質問します。

今回、例えば１０８号、こういった議案が出てきて、議会に要は判断を求めているとい

うことです。この資料として実際に出されているのは、評定票と、あと収支報告書、その

２つです。特に私は評定票のことで確認というかお聞きしたいのですが、指定管理で２社

が応募して旭ビル管理に決まったというか。評定票に関しては、この外れたさんびるさん

ですが、ここの評定票の内訳は示されない、議会に判断を求めるけどそういった内訳は示

されないということなのですが、これはなぜですか。

○国頭委員長 中本課長。

○中本健康対策課長 今の御質問についてでございますが、こちらは情報公開、個人情報

保護条例に関しまして、法人等の不利益に当たるという条項に該当するというところで非

公開情報にさせていただいているというふうに、所管課のほうから見解をいただいており

ます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 この評定票で、それぞれの項目の合計点は示されていて、ただ、その合計点

の内訳は示されない。それの理由が法人の不利益になるからという理由なのですが、なぜ

示すことが不利益になるんですか。

○国頭委員長 中本課長。

○中本健康対策課長 なぜという質問に対してでございますが、今言いました条項が、情

報公開条例第７条２号の当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあるものに該当する情報というところだというふうにお聞きはしておりますけれども、

私どもの健康対策課長の立場として、なぜこれが法人等の不利益に当たるかというところ

の判断は存じ上げないというふうに考えております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 私もなぜかよく分からないし、それから、議会にこういった過程を経てこう

いった審査、評点で判断を求めるときに、その内訳の資料、内訳の点数を全然議会に示さ

れなくて、それで妥当かどうか判断しろといってもなかなか判断しづらいという点があり

ます。

それから、今、なぜ示されないかというのは情報公開条例の７条に該当するということ

ですが、これ、選ばれたとこは、つまり旭ビル管理ですね、そこは当然内訳まで公表して

いますよね。つまり、選ばれたところは公開しても法人上の不利益に該当しない、選ばれ

たとこは。選ばれなかったとこはそれを示すことが不利益だというふうな判断だというこ

とですが、選ばれたら別に公開しても不利益にならない、選ばれないとこは公開したら不

利益になるという判断が私はよく分からないのですが、副市長、その辺どういうふうに思

われますか。

○国頭委員長 伊澤副市長。
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○伊澤副市長 具体的な内容、議員の質問の趣旨を存じ上げませんので正確にお答えする

ことは難しいですが、一般論で私の考えを申し上げると、こういった提案型の競争の場合、

採用されたところはその結果をもって採用されるという利益を得ていますのでよろしいん

ですけど、採用されなかったところについては、その様々な運営上の、あるいは技術上の

提案内容を採用されなかったにもかかわらず全て公開されるということになると、じゃあ

書いた手のうちが全部世間に出てくるということになると、それを自由に記載して、もし

その施設が獲得できなかった場合、手のうちだけ出して何の利益もないというふうになる

と、応募者の応募の意欲をそぐことになるということを考えてのことだと思います。一般

的に、選考過程を全て公にするということになるとそういった弊害が生じる場合があると

いうことは、委員にもぜひ御理解いただきたいと思います。以上です。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 いや、私の質問の趣旨を理解されていないのではないかと思うんですが、今

回、この評点の内訳といって、内訳は点数だけです。何々、それぞれの項目があって、内

訳でいろいろ小項目があって、これに関しては何点、これに関しては何点で、その項目を

合計すると何点になる。合計は示されています。その内訳の点数、つまり、具体的にこう

やるとかそういう記述のことではなくて、点数そのものを公開しないということを私は言

っているんです。これが公開されたからといって手のうちを示すことには全然ならないし、

議会で判断するときは、それは私は必要な情報だと思っているんですが、どうですか。

○国頭委員長 伊澤副市長。

○伊澤副市長 評価票の中には、その評価の根拠としてこういう点を評価しているという

記載があるものがたくさんあります。議員が御覧になっているものの中にもひょっとした

らあるんじゃないかなと思いますけど、その評価の理由等が摘要欄に書いてあるようなも

のもありますので、したがって、採用されなかったところについては、評定票そのものを

公開することをせずに評点の結果の総計、これだけを公開させていただいとるという扱い

だというふうに承知しております。以上です。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 とにかく、議会に判断を求める資料としては、そこを示されないというのは

非常に判断しづらいということは申し上げておきます。

それからもう一つ、選考の過程で、候補者選定委員会で議論されて、その結果答申があ

って、それを基にこれ出ています。この議案に関しては、候補者選定委員会は１０月２６

日に開催されて、そこでよしとされて答申が出た。答申は資料としていただいています。

この候補者選定委員会でどういう議論をされていたか、議事録のことですけど、会議録は

今の時点で公開されていないですよね。これはなぜですか。

○国頭委員長 中本課長。

○中本健康対策課長 本委員会におきましては、そちらの理由はちょっと存じ上げてござ

いません。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 これも私は、例えば手続として担当課が事業計画書を見てそれぞれ評点して

こういうふうにした、それを候補者選定委員会、ある意味第三者でそれを議論して検討し

てもらってという手続を踏んでいる、そういう手続自身は私はそれでいいと思っています。

そこでどういう議論をされたかというのは、もう候補者選定委員会自身の結果は出ていま
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すので、議論の最中じゃないですから、結果が出て、よしという答申、だから、もう候補

者選定委員会の結果が出ている段階では、そこでどういった議論がされているか、これは

ある意味で、私たちにとっては事業計画書とか評点の考え方が第三者から見てどういうふ

うな議論がされたかというのは非常に議決をするときに有用な情報だと私は思っているの

ですが、ほかのやつもそうなんですけど、議決の段階で選定委員会の会議録は公表されな

いですよね。逆に、議決された後は公表されています。ホームページも載っています、議

決された後はね。私としては、候補者選定委員会の結果が出たら、それは、どういう議論

をされたかというのは、議会に議決を求める段階でそれも公表はしてしかるべきだと思う

のですが、いかがですか。

○国頭委員長 伊澤副市長。

○伊澤副市長 今現在公表されてないかどうかというのは、私、詳細、正直承知しており

ませんが、議会の議決前に公表しないということを決めているという事実は多分ないと思

います。結果として、議事録の公開が間に合わなかったということはあったのかもしれま

せんが、議会の議決前には議事録を公開しないという扱いを決めているということは多分

ないと思います。以上です。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 ということなんで、別に会議録は必ずホームページに載っているんですが、

今まではとにかく議決が決まるまでは公開されないというふうなことを私は聞いたことが

ありますけど、そういうルールでやっているわけじゃなくて、例えば今回の１０月２６日

の会議録もホームページで公表されていないのは、まだできていないからというのが理由

なんですか。

○国頭委員長 伊澤副市長。

○伊澤副市長 詳細は承知していませんが、結論から言えばそういうことだと思います。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 じゃあ、できるだけ、候補者選定委員会の結論が出た、もちろん出た後でい

いと思います、その段階で議会に今日のように議決を求めるために、私は資料としては非

常に、判断材料としては重要な資料だと思っているので、できるだけ議会に議案として提

出するまでに、今後は会議録、きちっと公表していただきたいと思います。よろしいでし

ょうか。

○国頭委員長 伊澤副市長。

○伊澤副市長 会議録のできるだけ速やかな公開については、全てのものについてそのよ

うに努力したいと思います。ただ、１つだけ申し上げますと、委員会のその審議の過程を

重要視される委員の御指摘を否定するつもりは全くありませんが、委員会としての最終判

断は答申書に全て盛り込まれていると、このように考えますので、答申書で示された考え

方が委員会の答えだと、このように我々は考えております。以上です。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 そこは、どこまで重要か考えるのは、それは見解の相違で、私としては、ど

ういう議論がされたか、その中でどんな意見があったかというのは非常に重要な資料だと

思っていますので、ぜひ速やかに公開するということをやっていただきたいと思います。

これは要望というか、意見ということです。

続けていいですか。
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○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 それから、もう一つは、この前の委員会でも多少議論になったのですが、今

回のこの選定で募集要項云々で、従来、何年か前までは継続雇用、これ、指定管理者制度

だから、当然、指定管理者が替わる場合があります。今回は替わった場合です。そういっ

た場合もある程度は想定して、そこで働いている労働者の継続雇用とか労働条件、それに

配慮してくださいということが募集要項にあったんですけど、今はないということはこの

前確認しました。ただ、一般論として、この前の委員会でも、部長はやはり、あえて要項

にないとしても労働者の継続雇用、労働条件、それというのはそれなりに配慮しなければ

ならないものだという認識を示されましたということで間違いないですか。

○国頭委員長 景山福祉保健部長。

○景山福祉保健部長 先月の委員会のほうで委員の御意見につきまして、そのように御回

答いたしましたけれども、これは事業の継続性を保つ上で現実的に考えて、やはりスタッ

フの方を継続的に雇用することによって、４月１日からきちんと事業を継続することが必

要である場合は、引継ぎの段階において私どものほうも入ってそのようにお話をさせてい

ただくというような意味から、そのように御回答申し上げました。以上です。

○国頭委員長 いいですか。

土光委員。

○土光委員 その雇用の継続とか労働条件というのは、これは事業の継続性という視点で

配慮が必要だという意味ですか。私はやはり、そこで実際働いている労働者にとって、今

まで働いていたところがこういった制度で指定管理者が替わると。でも、もちろんそれぞ

れ都合はあると思いますけど、できたらこの仕事を継続したいという意向は持っている場

合も十分あると思います。もし指定管理者が替わったからもうおしまいだよみたいにいき

なり言われても、労働者の立場としてはきついものがある場合もあると思うんだけど、そ

ういった労働者の視点から見て雇用の継続とか労働条件の維持というのはそれなりの配慮

は必要なんではないかという、そういった認識を示されたと思っていたのですが、そうで

はないということですか。

○国頭委員長 景山部長。

○景山福祉保健部長 先ほど御回答いたしました内容をまず第一としまして、それ以降の

引継ぎの段階で、今委員さんがおっしゃったようなことも配慮していただくようにはこち

らのほうとしても進めていくべきだとは思っておりますが、あくまでも一番は事業の継続

性ということだというふうに考えております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 この間、前回のやり取りでもある程度今働いている方の意向を聞いて、募集

要項に書かれていないので義務づけておるのは当然できないのは分かっています。ある程

度そういった労働者の立場というのはやはり配慮する必要があるということで、米子市と

して今働いている方の意向を聞いて、それを新しい管理者に伝える、そういったことはや

るというふうな答弁があったと思うんですけど、最終的にはもちろん新しい指定管理者が

決めるということになりますけど、そういった配慮をするために米子市としてもある程度

そういう意向を聞く、それを伝えるということは、今回のこの件でおやりになりますか。

○国頭委員長 景山部長。

○景山福祉保健部長 委員おっしゃるとおりでございます。
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○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 ぜひそれはお願いします。

それから、雇用の継続の件で先ほど言いました、何年か前までは募集要項で雇用の継続

に配慮というのが条項にありました。今はないです。なくなった経緯は、聞いた結果、こ

の候補者選定委員会の議論の結果、やはり重要視するのは、つまり雇用の継続まで義務づ

けるべきだとか義務づけるべきではないだか、いろんな議論があって、その議論の結果、

募集要項にはそういった文言をなくそうというふうに選定委員会で決まったから、それを

受けて米子市も今のようなことをしているというふうにお聞きしていますが、それで間違

いないですか。

○国頭委員長 中本課長。

○中本健康対策課長 御指摘の質問につきましては、総務管財課、所管のほうに確認させ

ていただきまして、平成２９年度の第２回１０月２７日の選定委員会のほうで、今、土光

議員がおっしゃられたような多数の意見があったというところで、それをきっかけに平成

３０年６月から、指定管理者候補者選定基準・評定票の標準例からそういう文言を削除し

たというふうにお聞きしております。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 平成２９年１０月２７日の候補者選定委員会でそういう議論がされて、そこ

の多数意見として、あえて募集要項にそこまで書く必要がないというふうな結果を受けて

というふうにお聞きしました。ただ、私、この議事録を読んだんですが、この１０月２７

日、この会議で結論は出ていないはずです。まだそれぞれ意見が出て、再度事務局が取り

まとめて各委員に意見を聞いてというとこで止まっています。所管は総務管財課で、実は

もう総務管財課にはお願いはしているんですけど、やはりこれを外していいというふうな

結果になった過程がよく私は分からないので、１０月２７日の会議だけではそこまで結果

が出ていないので、その後の各委員とのやり取り、それで多分、そのやり取りの結果でそ

ういう候補者選定委員会としてもそういう結論になったと思われるのですが、その辺のや

り取りで各委員がどういった意向を示して結果的にそうなった、それが分かる資料を、既

に総務管財課にお願いしているのですけど、それは改めてこの場でもお願いしたいと思い

ますけど、よろしいでしょうか。

○国頭委員長 中本課長。

○中本健康対策課長 こちらの民生教育

委員会のほうからという御希望でございましたらお渡しはしますけども、当然、所管であ

ります総務管財課からお出しするものとは同等のものと、我々もその手順が一つ加わるだ

けで、そちらのものを総務管財課のほうから提供いただいてお出しさせていただくという

形になりますけれども、よろしいでしょうか。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 どちらを経てでも構いません。それぞれ同じものをそれぞれのとこからまで

は求めませんので、そういった決定過程をちゃんと知りたいというのが私の意図なので、

その辺、よろしくお願いしたいと思います。これ、福祉保健部に言ってもちょっと違うか

もしれないので、副市長、それでいいですね。

○国頭委員長 伊澤副市長。

○伊澤副市長 従来から総務管財課にそういった御要望があるんであれば、総務管財課の
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ほうで適切に対応いたします。以上です。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。ありませんか。

土光委員。

○土光委員 ちょっと私、手続がよく分からないんですけど、この議案を可決というか、

するときに、よく何か附帯決議というのがありますよね。附帯決議をつけて、その場合、

可決だけど、そういった附帯決議をつけたいのですが、いつ、どういうふうな場で言えば

いいのでしょうか。ちょっと事前に聞いていなくて。委員会でどうこうまでは必要ないん

ですか。

○国頭委員長 委員会では条件はつけられないということですので、本会議でやっていた

だきたいと思います。

○土光委員 分かりました。

○国頭委員長 討論、ほかに。ないですね。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第１０８号、米子市福祉保健総合センターの指定管理者の指定について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

民生教育委員会を暫時休憩いたします。

午後２時３９分 休憩

午後３時２５分 再開

○国頭委員長 民生教育委員会を再開いたします。

陳情第７５号、保健所の機能強化を求める意見書の提出についてを議題といたします。

本陳情の賛同議員であります又野議員から説明を求めます。

又野議員。

○又野賛同議員 そうしますと、陳情第７５号、保健所の機能強化を求める意見書の提出

について、賛同理由を述べたいと思います。

ここ鳥取県でもコロナ対応で臨時的に保健所の体制強化をされているようですけれども、

感染者が出たときなどは、さらにほかの部署からも応援に来てもらって対応しておられる

とのことです。県の職員さんも、これまで合理化、効率化で余裕がなくなっている体制、

状態の中での応援であって、厳しい労働環境になっているということです。また、保健所

では今２４時間体制で相談を受け付けておられます。昼間仕事に出た職員さんが夜帰って

からも連絡が取れる状況にしている体制ということで、気が休まるときがない、こういう

ような話も聞きます。土日も交代で出ておられて、代休も十分に取れないという状況だそ

うです。比較的まだ感染者が少ない鳥取県でもそんな状態ということで、感染者が多いと

ころ、急増しているところでは、当然さらに深刻な勤務状況です。このような状況では住
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民に対して十分な対応ができなくなることが出てくると考えられます。全国的に感染者が

急増している中、さらなる体制強化が必要ですし、ふだんからもですけれども、緊急時に

速やかに対応しなければならないような部署、消防とか警察もそうですけど、保健所も緊

急時に備えふだんから十分な体制を整えていくことが、住民の命、健康を守る上でも必要

なことであると考えております。さらに感染症など、特に今回の新型コロナなど、広範囲

で全国規模、世界規模で広がっているため、どこかほかの地域から応援に来てもらう、こ

ういうことも困難になります。もともとは、この陳情の中にもグラフがありますけれども、

今より多くの保健所が実際にあったわけです。日本全体で保健所の体制強化、できるはず

ですし、しておく必要があると考えますので、陳情の理由とさせていただきます。以上で

す。

○国頭委員長 賛同議員による説明は終わりました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、賛同議員に対する質疑を終結いたします。

そのほか、質疑はございますか。

石橋委員。

○石橋委員 米子市からもコロナの関連で保健師さんが派遣されていたというふうに、保

健所に前に伺ったことがあります。今でもその体制が続いておりますか。

○国頭委員長 中本健康対策課長。

○中本健康対策課長 こちらは鳥取県さんと米子市のほうで４月１５日に協定書を締結

しておりまして、その協定に基づきまして保健師派遣、先ほどの陳情の趣旨もそうかもし

れませんけども、保健師派遣をさせていただいておりまして、基本的には鳥取県さんの依

頼のあった逼迫した機関というところで、現時点においては保健師派遣はいたしておりま

せんが、直近でしたら９月の１５日から９月の３０日までの１０日間、遡りますと４月の

１６日からですけども、段階的に保健師を派遣しているところでございます。

○国頭委員長 よろしいですか。ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、これより討論に入ります。

そうしますと、先ほどの反対からでよろしいですか。

○国頭委員長 それでは、岩﨑委員から。

○岩﨑委員 この保健所の機能強化を求める意見書案を提出ということの陳情なんです

けども、これに関しては、この７月に衆議院予算委員会で担当大臣の西村大臣のほうから

も答弁がありましたが、保健所の機能強化は大変重要だということで、この充実強化を果

たしていくという答弁もあったようです。具体的には、新型コロナウイルス感染症対策で

保健所が果たしている役割の重要性を踏まえて現在編成作業を進めている第３次補正予算、

そして来年度の予算等を通じて、人員強化をはじめ保健所の機能強化のための施策を適切

に実行していくというような流れになっているようでございますので、この意見書の提出

はしないでよろしいかと思いますので、本陳情は採択しないでお願いします。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 本陳情に対しては不採択、採択しないでお願いしたいと思います。

まず、この意見書でございますけど、国に対して意見書を求められておりますが、国は



－26－

令和２年度の第１次、第２次補正予算を通じて保健所の人員強化に取り組まれておりまし

て、検査体制をはじめとした新型コロナウイルス対策のための体制を充実させてきている

こと、また、保健所の減少については市町村の保健センターとの役割分担が進んだ結果だ

と私は思っておりまして、地方自治体、地域の医師会等の連携によって、保健所機能の分

担、強化を図るべきであると思っております。

以上のことから、本陳情については不採択、採択しないでお願いしたいと思います。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 私もこの陳情は不採択、採択しないでお願いいたします。

まず、保健所における新型コロナウイルスの感染拡大対策につきましては、設置自治体

等が国と連携しながら、また県は市、近隣の自治体等とも連携をしながら業務を推進して

いただいていると認識をしております。先ほどありましたけども、国もこの保健所機能に

つきましての対策というのは講じていくという方針だということも認識をしております。

そして、この陳情につきまして、現在保健所の機能が果たされていないというふうに読み

取れるような文章になっておりまして、今しっかりと対応していただいているというふう

にも感じております。またコロナ対策につきまして、保健所の重要性と併せて様々な専門

機関、専門職の支援、拡充というところが求められているところだと思いますので、この

陳情につきまして、採択しないでお願いいたします。

○国頭委員長 次に、土光委員。

○土光委員 採択するということで。

これ、やはり今回のコロナ禍で改めて保健所の役割というのを私は再認識しました。な

かなか十分に機能できないという面も出てきたと思いますので、この機能強化を求めると

いう意見書、これぜひ国に出すべきだと思います。国がそういう方向で動いているという

ことですけど、動いているからこそ、それをもっと後押しする、充実させるために、そし

て自治体の意見を伝えるという意味で意見書を出すというのは、私は意味があると思いま

す。

○国頭委員長 次に、岡田委員。

○岡田委員 私は採択をしないでお願いをいたします。

先ほど岩﨑委員も門脇委員もおっしゃっておられましたけれども、国のほうでもうはっ

きりと第３次補正予算、それから来年度予算に関しても保健所の機能強化っていうのはや

っていくんだというふうに出しておられますので、その方向性をきちんと見守っていきた

いということ。あと、この新型コロナウイルス対策全体として見たときに、当然ですけど

保健所への対応ということだけでは問題解決しないわけでして、そこは国のほうで全体を

捉まえて判断をしていただいていると思っておりますので、現在の国の進めている保健所

機能強化の策を見守りたいということで、この陳情に関しては採択をしないでお願いいた

します。

○国頭委員長 伊藤委員。

○伊藤委員 私も採択しないでお願いしたいと思います。

コロナ禍で緊急対応ということは、先ほども説明がありましたように、協定を結ばれて

米子市も派遣をされたということで対応しているということと、また、地域保健法改正、

改定ということで市に権限が移った、役割分担の下、健康相談以下、健康指導などは、健

康増進については市でやっている。県は精神保健、難病対策、感染症対策ということで役
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割分担がなされているということですので、それは保健所の数が減った、ただ単に減った

ということではなく、きちっと市もやっているという中で、そもそも保健所は鳥取県所管

ですので、この陳情も市ではなじまないのではないかなという意見もございました。

以上の理由によって、採択しないということでお願いします。

○国頭委員長 続いて、石橋委員。

○石橋委員 私は採択をするということでお願いします。

保健所は何といっても、この新コロナの対策というか問題では本当に第一線で頑張って

いただいておりまして、当市からもそういうふうに保健師さんを派遣されたということで

すけれど。もともと米子市も保健師はどっちかというと足りない、業務が手いっぱいって

いうところだと思います。かなり全国的に、そもそも大変なところがいよいよ大変になっ

ているというふうなことだと思います。

この陳情書にも書いてありますけれど、１９９４年度の８４７か所から４６９か所に減

らされているっていうのは、単に役割分担がうまくいっているということではないという

ふうに思われます。その当時、減らすっていうことの理由としては、感染症がなくなって

きたから、少なくなったからという理由であったというふうに、調べましたらありました。

しかし今度の新型コロナのように、ちょっと２年ぐらい前までには私たち到底考えなかっ

たような事態も発生しまして、コロナも今の環境破壊が生み出したというふうにも言われ

ています。これから先どういうことがあるのかというのは、ちょっと予測のつかないとこ

ろでもあります。そして、保健所の役目っていうのはコロナの対策だけではありません。

ほかのところの業務も十分にやれているかっていうと、やはりそうではないんではないか

というふうに思います。

国が強化しようというその方針は結構ですけれど、残念ながら国の動きは大変遅くて、

地方から言ったり国会の論議を通じて動きが加速されてやっと実現するというのがこのコ

ロナ対策の実際ですので、ぜひこういう意見書は上げて、国が早く強力に取り組んでもら

うようにしたい、そのために採択を求めます。

○国頭委員長 それでは、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

陳情第７５号、保健所の機能強化を求める意見書の提出について、採択することに賛成

の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手…石橋委員、土光委員〕

○国頭委員長 賛成少数であります。よって、本件については、採択しないことに決しま

した。

次に、先ほど不採択と決しました陳情第７５号について、委員会審査報告書に記載する

意見の取りまとめを行います。

採決結果の理由につきましては、先ほどの各委員から出されました御意見を正副委員長

において集約いたしまして、各委員に御確認いただきたいと思います。よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議ありませんので、そのようにさせていただきます。

次に、福祉保健部から２件の報告を受けます。

初めに、米子市老人福祉センター、ふれあいの里内の入浴施設の休止について、当局か
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らの説明を求めます。

足立長寿社会課長補佐兼高齢者福祉担当課長補佐。

○足立長寿社会課長補佐兼高齢者福祉担当課長補佐 それでは、米子市老人福祉センター

の入浴施設の休止についてという資料を御覧ください。これはふれあいの里内にあります

米子市老人福祉センターの入浴施設につきまして、設備の故障のため当分の間休止をしよ

うとするものでございます。

まずは経緯でございますが、本年１０月６日にボイラー操作の際、着火不能でお湯を沸

かすことができなくなり、同日より入浴施設の使用を中止し、現在に至っております。そ

の後の確認によりまして、ヒーター部分の経年劣化による故障と見られ、再開のためには

ヒーター部分の修繕が必要となったものでございます。

次に、再開のための検討でございますが、今回の修繕に係る費用としましては、２０４

万６,０００円の見積額となっております。また、この入浴施設は平成８年のふれあいの里

開館当初から使用しているものでございまして、ヒーター部分に限らず入浴施設全体が劣

化しており、再開するのであれば入浴施設全体の更新を視野に入れる必要があると考えて

おります。

さらには、昨年７月に策定いたしました米子市役所庁舎再編ビジョンにおきまして、ふ

れあいの里の大規模改修の際に入浴施設を廃止する方針を既にお示ししているところでご

ざいます。

以上のことを勘案いたしまして、今後でございますが、入浴施設全体が部分的な修繕に

よる対応には既に限界が来ていること、コロナ禍以前から利用者数が年々減少しており、

利用者も極めて限定的であるということ、さらに将来的に廃止することとしていることを

踏まえ、当面入浴施設を休止とするものでございます。説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

委員の皆様からの御意見を求めます。

石橋委員。

○石橋委員 今さらなんですけど、このふれあいの里にこの入浴の施設が造られることに

なった元の思いはというところをお伺いしたいんです。こういう福祉施設には入浴施設と

いうのは大体ついているというか、つけるということが大体パターンとしてあるわけです

か。

○国頭委員長 塚田長寿社会課長。

○塚田長寿社会課長 ふれあいの里の老人福祉施設の入浴施設のことについてのお尋ね

ですけれども、こちらは老人福祉センターといいますのが、老人福祉法の第２０条の７に

規定がございまして、無料でまたは低額な料金で老人に関する各種の相談に応じるととも

にということで、また老人に対して健康増進や教養の向上、レクリエーションのための便

宜を総合的に供与することを目的とした施設ということでございますが、老人福祉センタ

ーの中にも幾つか規模によりまして種類がございまして、Ａ型というものに関しましては

浴場というものを備えるようになっておりますので、ふれあいの里の老人福祉センターの

ほうにもそうした入浴施設を設置しているところでございます。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 大篠津にある施設にもお風呂がついていましたよね、でも、あれはあらかじ

め頼んでおかないと、お湯が入ってないんで使いづらいという声も聞いております、せっ
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かくですけど、なんですけど。そうでしたら、やはりこれは修理して存続する意味もある

のではないかというふうに思うんですが、今減少していて極めて限定的な利用者というこ

とですが、今現在どれぐらいの方が利用されているということでしょうか。

（発言する者あり）

○石橋委員 うん、書いてある。

○国頭委員長 塚田課長。

○塚田長寿社会課長 資料のほうにも記載させていただいておりますけれども、最近の利

用状況というところで令和２年度のところになります。１日当たりの利用者数は平均２０

人程度でございます。

○国頭委員長 いいですか、石橋さん。

○石橋委員 いいです。

○国頭委員長 いいですか。ほかにありませんか。

土光委員。

○土光委員 ふれあいの里の中の入浴施設を休止するということですが、指定管理の関係

で、多分、例えば指定管理で事業計画書とか収支試算書とか、やるという前提でいろいろ

出ていたのではないかと思うのです。こういった理由でやらない。そうすると人件費とか

水道光熱費の辺がそれなりの影響が出てくるのではないかと思いますが、この辺はどうい

う関係、どういう関連になるんですか。

○国頭委員長 塚田課長。

○塚田長寿社会課長 土光委員さんのおっしゃいましたように、指定管理、今後の指定管

理の状況につきましては、実は指定管理者の選定の時点ではまだこのたびの休止というこ

とは決まっておりませんでしたので、ボイラーの故障により休止といたしましたために、

施設管理の対象に入浴施設も含まれております。よって、来年度予算については、減額が

確実なものにつきましては指定管理者と協議の上、今後反映させていきたいと考えており

ます。

○国頭委員長 土光委員。

○土光委員 来年度の予算というのは毎年の指定管理料のことに関して、こういったこと

でそれが減額とか何らかの関連が出てくるということでいいでしょうか。

○国頭委員長 塚田課長。

○塚田長寿社会課長 委員さんのおっしゃるとおりでございます。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 そうしますと、次に、令和２年１０月１日現在の保育所入所待機児童数に

ついて、当局からの説明を求めます。

大谷子育て支援課子育て政策担当課長補佐。

○大谷子育て支援課子育て政策担当課長補佐 令和２年１０月１日現在の保育所入所待

機児童数について、調査結果を取りまとめましたので御報告いたします。

令和２年１０月１日現在の本市保育所入所待機児童数は２人で、内訳はゼロ歳が２名で

ございます。前年同期より５４人減少しておりますが、これは、令和２年度に認定こども

園等におきましてゼロ歳児の入所定員枠が拡大したことなどから、ゼロ歳児の入所児童数

が１８人増加したことなどによるものと推察しております。今後につきましては、入所申
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込み状況の推移を注視していくとともに、引き続き保育士確保のための施策を実施してま

いりたいと考えております。説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。委員の皆様からの御意見を求めます。

矢田貝委員。

○矢田貝委員 待機児童の希望先と、そうじゃないところに入所された方、そこら辺の調

査というか実態っていうのはどのようになっているのかということと、待機児童も含めま

して受入れ可能になったという状況を、その後追っかけで情報提供していたり、どうです

かというようなことがどの程度行われているのか、現状を伺いたいと思いますが。

○国頭委員長 池口課長。

○池口子育て支援課長 １０月１日現在の待機児童数は２名ですけれども、委員がおっし

ゃるように、施設入所を希望してらっしゃる方は４０名程度いらっしゃいます。空き状況

の情報提供につきましては、ホームページのほうで随時情報提供をさせていただいている

ところでございます。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 少し丁寧に連携を取ってみるっていうことはできないでしょうか、そうい

った声を聞くんですけれども。その後の、一旦申込み等、問合せ等があった方についてで

すけど。

○国頭委員長 池口課長。

○池口子育て支援課長 お問合せがありましたら、もちろん情報は提供するようにしてお

りますし、現在は、例えば企業主導型等の市を通さない施設の情報につきましても、施設

から情報提供いただきまして、保護者の方にお伝えしているというふうにしております。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 問合せ等があったときですよね。そうじゃない、一歩踏み込んでの情報を

提供することができないかなということなんですけど、難しいんでしょうか。

○国頭委員長 池口課長。

○池口子育て支援課長 特に御希望の園があったりとかして入所がかなわなかったとい

うようなときにつきましては、こちらのほうからも情報を提供させていただきたいという

ふうに考えております。

○国頭委員長 矢田貝委員。

○矢田貝委員 ぜひそのように対応していただきたいなと思います。御検討ください。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

石橋委員。

○石橋委員 この２人になった、ゼロ歳児がということなんですか、受皿になっているの

は、公立保育所のゼロ歳児の枠は増えていませんから、さっきおっしゃっていました認定

こども園などということなんですが。米子で、県下でもとても多い小規模の事業所とか、

あるいは企業主導型の事業所ですね、保育事業所。こういうところが受皿になって、一応

解消はした、解消でもないけど減っていると、待機児がということだと思います。ですけ

れど、小規模の事業所などですと、施設面でおいては園庭がないとかですね、あるいは給

食の設備がなくて外部から搬入しているとか、そういうところも、米子はなかったですか

ね、そういうところも、それでもよいということになっていたりします。やはり、これま

でのそういう小規模事業所や企業型のような施設ではなしに、これまでの認定保育園が持
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っていたような基準よりは緩やかな基準になっていて、そういうところの事業所が参入し

やすいような形になっています。そういう事業所で受皿をつくってよしとするのではなく、

やはり公立の保育所で、ちゃんと整えられた環境の中で増やしていくべきだというふうに

思いますので、これは質問っていうよりは要望になりましたけど。子どもをやっぱり大事

に育てていくという観点で、市が責任を持って受皿を用意するべきだというふうに思いま

す。

○国頭委員長 どうでしょうか、要望で。答弁はできますか。

湯澤こども未来局長。

○湯澤こども未来局長 委員さんおっしゃいますとおり、市が責任を持って受皿を整備し

ていくという意味においてはそのとおりだと思います。ただ、それは公立保育所が必ず受

皿となる、全ての受皿となるということではなく、民間の保育園さんも含め、全てが市と

して保育施設をきちんと米子の児童さんのために準備していくという意味で進めていきた

いと考えております。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 おっしゃることはいつも同じですけれど、やはり米子に生まれて、同じ年齢

の子どものもう枠がないからということで小規模保育所とか、あるいは米子市が設置に対

して何の権限もないところの企業主導型の保育所とか、そういうところに入る。園庭がな

かったりいろいろ条件が違って。そういうことではなしに、やはり同じような環境で同じ

ように育っていくように、そこに米子市には責任を持つということにしていただきたいと

思います。

○国頭委員長 伊藤委員。

○伊藤委員 私も入り口は石橋委員と一緒なんですけれども、今まで春には発生してなか

った、数字の上では待機児童数が、年度の途中、１０月には多く発生していって、そこで

小規模保育園だとか、企業主導型や２歳までの民間園なんか増やしてきてくださっていた

と思っているんですが。ここで、こんなに今回出なかったということで、そこに対応して

くださっていた園が、そこに影響がなかったのかなとちょっと心配しています。それにつ

いて分かれば教えていただきたいと思っています。

○国頭委員長 池口課長。

○池口子育て支援課長 まだ現状では、各園で例えば何人も空きが出ているというような

状況ではございませんけれども、ゼロ歳児につきましても毎月僅かですけども募集が出て

いるような状況はございます。

○国頭委員長 伊藤委員。

○伊藤委員 私が聞いた範囲なので本当に限定的だとは思うんですけれども、やっぱりゼ

ロから２歳のところでは、特にゼロは保育士もたくさん必要で単価も高いですよね、そこ

ら辺のところで収支がうまくいかなかったとか、ちょっと赤字が発生したというようなこ

とも聞いておりますので、ぜひ聞いていただいて、やっぱり全体として子どもたちが本当

に安心できる保育というようなことや、園の育成なども関わっていただければなと思って

おりますので、要望しておきます。以上です。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、福祉保健部からの報告を終わります。
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民生教育委員会を暫時休憩いたします。

執行部の入替えをお願いいたします。

午後３時５８分 休憩

午後４時００分 再開

○国頭委員長 民生教育委員会を再開いたします。

議案第９７号、米子市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題といたします。

当局の説明を求めます。

的早生活年金課長。

○的早生活年金課長 議案第９７号、米子市行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例の制定について御説明させていただきます。

マイナンバーの利用については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律、マイナンバー法に定められた事務に限定されていますが、マイナン

バー法第９条第２項の規定により、マイナンバー法で定められている事務以外でも社会保

障、地方税、防災に関する事務など個人番号及び特定個人情報を利用することができる事

務については、市が条例で定めることとなっております。本議案は、行政手続の簡素化に

より市民の負担軽減を図るため、その事務に特別医療費の助成に関する事務を追加しよう

とするものです。説明は以上です。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ありませんか。質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第９７号、米子市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。

（「ごめんなさい。すみません、討論、討論、ちょっとあります」と石橋委員）

○国頭委員長 石橋委員、もう終結しておりますんで。

（「ごめんなさい、質疑だけ」と石橋委員）

○国頭委員長 そうしますと、採決に入りたいと思います。

議案第９７号、米子市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手…伊藤委員、岩﨑委員、岡田委員、門脇委員、土光委員、矢田貝委員〕

○国頭委員長 賛成多数であります。よって、本件については、賛成多数で原案のとおり

可決すべきものと決しました。
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次に、議案第９８号、米子市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定についてを

議題といたします。

当局の説明を求めます。

佐小田保険課長。

○佐小田保険課長 議案第９８号、米子市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定

について御説明させていただきます。

本議案は、所得控除に係る税制改革に伴う不利益が生じないよう見直しを行う国民健康

保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の軽減対象世帯に係る所得判定基準の見直しを行

うものでございます。主な改正内容ですけれども、低所得者に対する国民健康保険料の軽

減措置に関し、その対象となる世帯の所得の基準額を引き上げようとするものでございま

す。説明は以上です。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。これより質疑に入ります。

石橋委員。

○石橋委員 引上げっていうことでは助かる世帯は多くなるかということで賛成なんで

すが、この下のほうに書いてありますけれども、７割軽減対象が４３万プラス１０万円掛

ける給与所得者等の数マイナス１というふうになっています。このマイナス１の意味はど

ういうことでしょうか。

○国頭委員長 佐小田課長。

○佐小田保険課長 このマイナス１はどういうことかっていう質問でございますけれど

も、今回の税制改正の場合は基礎控除１０万円引上げ、もちろん国民健康保険の場合は、

個人住民税ですんで、３３万から４３万に引き上げるという格好になっています。また、

給与所得控除や公的年金控除の場合は１０万円引下げという格好になっています。国民健

康保険に御加入になっておられる方、個人事業主さんだけでしたら、さっき委員さんが言

われたこちらの１０万円引く給与所得者の数マイナス１は引っかからないんですけれども、

国民健康保険に御加入になっておられる方で、個人事業者の方、それから給与収入とか公

的年金の方ももらえる場合があります。その場合、軽減判定の場合は世帯全員の所得で判

定しますもんですから、所得控除の場合は１０万円引上げはもう４３までになっておりま

すけれども、２人以上おられたら、先ほど言ったように世帯全員でするもんですから、１

０万円引下げになりますけれども、２人以上おられたらもう１人１０万円が引下げという

格好になりますもんですから、それでマイナス１を引かせていただいて、世帯の収入に影

響がないように、不利益がないようにするような格好になっています。説明は以上です。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 人数によって、人数の多い世帯が、要するに引上げ額がもっと幅が広がって、

言えば優遇されることがないようにということですか。

○国頭委員長 佐小田課長。

○佐小田保険課長 今までの制度、軽減制度に従って、先ほど委員が言われましたけれど

も、不利益がないように、今までどおりの格好でという格好でこれの式が加わった次第で

す。以上です。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 ２人以上いたときは、世帯によっては結構人数が多い世帯もあるかと思うん

ですが、２人以上いるっていうことは考えられないですか。
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○国頭委員長 佐小田課長。

○佐小田保険課長 先ほども申したんですけれども、個人事業主さんだけでしたらこのマ

イナス１の式はありません。世帯で２人以上給与所得者の方、公的年金がおられた方につ

いてこちらのほうが適用になるということです。ですから３人になりますと、３引く１で

すから２人の掛ける１０万という格好で２０万上乗せという格好になりますんで、そうい

った御理解をしていただければと思います。以上です。

○国頭委員長 いいですか。 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第９８号、米子市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について、原案の

とおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

次に、議案第９９号、米子市地方活力向上のための固定資産税の課税免除及び不均一課

税に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。

当局の説明を求めます。

宮松固定資産税課長。

○宮松固定資産税課長 議案第９９号、米子市地方活力向上のための固定資産税の課税免

除及び不均一課税に関する条例の一部を改正する条例の制定について御説明をさせていた

だきます。

本条例は、地域再生法に基づき、本市への企業移転や事業拡大等の誘引となるよう税制

面において定めているものでございます。このたび、この地域再生法に係る改正により地

域再生計画が２年延長となり、本市におきましても、引き続き地方活力の再生に係る事業

活動の向上を図り、もって経済の活性化に寄与するため、この条例の認定事業者の要件と

なっている事業者が策定した計画の認定期限を、現行の平成３２年３月３１日から令和４

年３月３１日に２年延長しようとするものでございます。以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

石橋委員。

○石橋委員 これは事業移転とか事業拡大をされるというところが対象というふうに先

ほど説明がありました。事業移転というのは、県外、市外から米子市に入ってこられる人

っていうことですか。事業拡大っていうのは、米子市のもともとの事業者が拡大する場合

も対象になりますか。

○国頭委員長 宮松課長。

○宮松固定資産税課長 はい、委員さんのおっしゃるように、いずれの場合も対象となり

ます。基本的に課税免除と不均一課税という２種類がございまして、課税免除につきまし
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ては東京２３区から入ってくるという条件がございます。不均一課税につきましては、東

京２３区以外から入ってこられる場合と、今ある地域の中で事業拡大をされる場合の２種

類がございます。以上でございます。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 すみません。２つ目の何とか課税とおっしゃったのがよく聞き取れなかった

んですが。

（「不均一課税」と声あり）

○石橋委員 不均一課税ですか。ああ、はい、すみません。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 これはどれくらいの件数が対象になりますか。

○国頭委員長 宮松課長。

○宮松固定資産税課長 平成２７年に制定されましてから現在まで、実績はゼロでござい

ます。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 これは一応、期限が切れているものを２年延長するという扱いなんでしょう

か。

○国頭委員長 宮松課長。

○宮松固定資産税課長 確かに３月末で切れておりますが、この切れたものも含めて２年

延長するということでございます。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 それで、対象はまだ、今そういうその対象はないと、実際にはないというこ

とですか。

○国頭委員長 宮松課長。

○宮松固定資産税課長 現時点までで対象はございません。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

石橋委員。

○石橋委員 実際のところゼロというふうに今伺ったんですけれど、こういう事業移転で

米子市に入ってこられる事業所、どんどんかどうか分からんけど、拡大していかれる事業

所だけを対象とした助成、課税免除、軽減ではなく、現に米子で事業を頑張ってやってい

る、コロナの中でも頑張ってやっている地元の事業所に対する課税の免除とか助成のほう

で頑張ってほしいというふうに思います。

これに特に反対するということではないですが、そういう意味でいうと、もっと違った

ところでやってもらわないと市民は助からないというふうに思います。意見です。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第９９号、米子市地方活力向上のための固定資産税の課税免除及び不均一課税に関
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する条例の一部を改正する条例の制定について、原案のとおり可決することに御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

次に、議案第１０５号、米子水鳥公園及び米子水鳥公園ネイチャーセンターの指定管理

の指定についてを議題といたします。

当局の説明を求めます。

藤岡市民生活部次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 議案第１０５号、米子水鳥公園及び米子水鳥公園

ネイチャーセンターの指定管理者の指定について御説明します。

米子水鳥公園及び米子水鳥公園ネイチャーセンターの指定管理者について、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

本施設の指定管理者は、１１月の本委員会で選定経過を御報告しましたとおり、公益財

団法人中海水鳥国際交流基金財団でございます。当財団は、米子水鳥公園を管理運営する

ことを目的に設立された公益財団でありまして、開園時からのデータの蓄積及び環境保全

のノウハウを有する団体はほかにないことから、当財団を指定するものでございます。業

務の範囲及び管理の基準については、資料記載のとおりでございます。

指定の期間につきましては、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までとしており

ます。御説明は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 別にないようですので、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

議案第１０５号、米子水鳥公園及び米子水鳥公園ネイチャーセンターの指定管理者の指

定について、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議なしと認めます。よって、本件については、全会一致で原案のとお

り可決すべきものと決しました。

民生教育委員会を暫時休憩いたします。

午後４時１８分 休憩

午後４時２２分 再開

○国頭委員長 民生教育委員会を再開いたします。

陳情第７４号、地方消費者行政の拡充を求める意見書の提出についてを議題といたしま

す。

本陳情の賛同議員であります岡村議員から説明を求めます。

岡村議員。
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○岡村賛同議員 陳情第７４号、地方消費者行政の拡充を求める意見書の提出について、

賛同理由を簡潔に述べさせていただきます。

この陳情を見まして、米子市当局消費者生活相談室の体制を伺ってまいりました。消費

生活相談員４名が全員、週３０時間の会計年度任用職員であること、また、それを束ねる

室長も再任用職員と、全員が非正規雇用の方でございました。職務の安定性からすれば、

正規職員が少なくとも１人は必要だと私は考えます。

また、相談室も市庁舎１階の西の端に置かれて、生活年金課の下にある相談室であるに

もかかわらず室のスペースは、保険課を間に挟んで、生活年金課と消費生活相談室は隔て

られているという間取りとなっております。相談スペースも、相談者のプライバシーに配

慮したものとなっているというふうにはとても考えられません。

交付金の拡充で、ぜひとも消費生活相談活動の拡充が求められることが必要だと、こう

いうふうに考え、賛同とさせていただきました。以上です。

○国頭委員長 賛同議員による説明は終わりました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、賛同議員に対する質疑を終結いたします。

そのほか質疑はございますか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、これより討論に入ります。採決に向けて、委員の皆様

の御意見を求めます。

そうしますと、戻りまして、石橋委員からお願いします。

石橋委員。

○石橋委員 この消費者問題、消費者のトラブルなどは、１９８０年頃の１０万件台から

ぐっと増えて、今は１００万台を突破しているというふうにこの陳情書にも書かれてあっ

たと思うんですが、それに比して職員の体制は近年減らされてきている、米子の実態は今、

岡村さんが言われたとおりですけれど、そういうことになっているそうです。

それで、１９８０年頃の規制緩和によって、いろんな事業が増えたりしたことによる影

響というのが多いんだそうですけれども、本当に身近でも、お年寄りがいろんな被害に遭

っているっていう話も聞きます。インターネットの普及で、有料サイトだ、無料サイトだ

っていうような話も、引っかからんようにしようと思っていますが、よく聞きます。そう

いう消費者のトラブルがたくさん生まれてきて、そのトラブルだけでもなく、消費生活全

般にわたっての行政というのは今本当に大事だと思うんですけれど、それをきちんと進め

ていく体制というのが取れていないというふうに思います。

本年度ありました米子市の消費者問題の審議会、名前が正確にちょっと言えませんが、

にもお邪魔して、ちょっと傍聴させてもらったんですけれど、年に１回開かれているとい

うところで、来られた方も自分の生活の場での感想とか問題を交換されておりました。な

かなかこれ大変だなって、消費者問題というのは本当に大きいんだと思うんですけど、も

っとしっかりやっていかないと大変だなというふうに、そのときも思いました。

ぜひこの消費者問題についてしっかり取り組んでいってほしいという思いから、この意

見書の採択に賛成します。

○国頭委員長 伊藤委員、お願いします。
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○伊藤委員 私は不採択でお願いしたいと思います。

消費者の権利擁護の観点から、消費者行政が大変重要なことは認識しております。私も、

障がいのある方だとか、認知症等、高齢者のトラブルというのは本当にますます増えてい

るなというふうに実感しておりますし、そのトラブルに遭わないような注意喚起も関係す

る機関は十分にやっているというふうに言われていますが、まだまだ何か足りないのかな、

何かしら制度が必要だなというふうに思っております。後見制度も進まないのが何か実情

だと思っております。

しかし、今、米子市の消費生活相談員が４名、そこがとても不足しているというような、

相談件数に対して不足しているというような実態はないと思っておりますし、あと、水準

を向上させるというふうなところも、国の補助だとか研修なども十分にしていらっしゃる

ということでしたので、そこの米子市の実態は十分やっているというふうな観点から、ほ

かの制度の何か必要なことは考えられても、ここに書いてあるようなことはないというふ

うに思っておりまして、採択をしない、不採択でお願いします。

○国頭委員長 続いて、岡田委員。

○岡田委員 私も、この陳情に関しては採択をしないでお願いをしたいと思います。

こちら、平成３０年度にこの制度を導入して、国のほうで、以降、地方公共団体の意見

を明言と取り入れていただきながら、対象経費や、それから事業メニューについて随時見

直しを行っていただいているという、政府においては現状があるというふうに認識をして

おりますので、本来、地方消費者行政が自治事務であることを踏まえますと、地方自治体

においてもこの消費者行政、この予算確保の優先度を国に要望するだけじゃなくて、地元

自治体のほうでも優先度を高めていく必要性というのも感じてもおりますし、現在、国の

ほうでの強化交付金に関してはある程度やっていただいているという認識ですので、改め

てその拡充を求めるという意見書に関しては賛同できないということで、不採択というこ

とでお願いしたいと思います。

○国頭委員長 続いて、土光委員、お願いします。

○土光委員 採択を主張します。

ここに陳情の趣旨で書いてあるように、この消費者の権利擁護から消費者行政というの

はますます重要になっていると思います。それに対応する相談員、やはりこれ、専門性が

要求される職種だと思うので、この専門員をきちんと保障するとか、そういった意味で、

この消費者行政の拡充というのはもっとされてもいいのではないかということで、採択を

主張します。

○国頭委員長 続いて、矢田貝委員。

○矢田貝委員 私は採択しない、不採択でお願いしたいと思います。

この陳情の消費者行政強化交付金の拡充というところを求めるということになっていま

すけれども、この陳情理由のそれぞれは全くそうだなというふうには考えるところでござ

いますが、まず、この地方消費者行政拡充のために、国は既に県と市町村あるいは広域と

いうところでの連携強化、また、自治体の中でも各部の連携、それから、民間、様々な支

援機関との地域のネットワーク体制を構築するようにということで、現在の様々な課題解

決に向けて、どのように企画、政策を進めていくかという等のガイドラインを出している

ところだと認識をしております。

また今、米子市でも、来年採用の求人を出していらっしゃいますですかね。なので、必
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要な人が集められないということで予算が届いていないということでもないというふうに

私は認識をしているところであります。

これらの消費者行政の拡充というのは、県がリードをして、県内の消費生活相談の体制

整備であるとか対応能力の向上等の取組もされるものというふうに理解をしておりますの

で、まず、この交付金の拡充という意見書の提出につきましては、不採択、必要ないと考

えておりますので、そのように主張いたします。

○国頭委員長 続いて、門脇委員。

○門脇委員 私は、この本陳情、国への意見書の提出を求める陳情については、不採択、

採択しないでお願いしたいと思います。

先ほど意見が出た中で、私も同じようなことを思っとることがございまして、財政支援

につきましては、地方消費者行政強化交付金を通じて適切に処理がなされていると私も思

っております。この強化交付金を導入して以降、地方公共団体の意見を踏まえて、度重な

る見直しが行われていると思っておりまして、また、消費者庁につきましては、地方消費

者行政強化作戦２０２０というものを、消費生活相談体制の強化、また消費生活相談の質

の向上等を政策目標として、令和２年度、今年度から令和６年度までの５年間の予定でこ

の事業が始まっておりますので、このように対策がしっかりとなされていると思っており

ますので、本陳情につきましては不採択、採択しないでお願いしたいと思います。

○国頭委員長 岩﨑委員。

○岩﨑委員 私も、本陳情は採択しない、不採択でお願いしたいと思います。

理由は、それぞれ委員さんからも出ましたけども、やはり私も同じで、国のほうの財政

支援について、本年度予算においても地方消費者行政強化交付金等を通じて適切に措置さ

れているものと認識しておりますので、本陳情は採択しないでお願いします。

○国頭委員長 それでは、討論を終結いたします。

これより採決いたします。

陳情第７４号、地方消費者行政の拡充を求める意見書の提出について、採択することに

賛成の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手…石橋委員、土光委員〕

○国頭委員長 賛成少数であります。よって、本件についての陳情については、採択しな

いことに決しました。

次に、先ほど不採択と決しました陳情第７４号について、委員会審査報告書に記載する

意見の取りまとめを行います。

採決結果の理由につきましては、先ほどの各委員から出されました御意見を正副委員長

において集約いたしまして、各委員に御確認いただきたいと思います。よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と声あり〕

○国頭委員長 御異議ありませんので、そのようにさせていただきます。

次に、市民生活部から１件の報告を受けます。

ヌカカ対策事業について、当局からの説明を求めます。

藤岡市民生活部次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 ヌカカ対策事業について御報告いたします。お手

元の資料をめくっていただきまして、１ページ目を御覧ください。令和元年度から３か年
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で実施しております発生抑制対策モデル事業の今年度の実施状況について御報告します。

まず、補助事業の概要についてですが、前年度と同様に、住宅地周辺の荒廃農地で駆除

作業を行う土地所有者及び自治会に対して、石灰購入費及び作業に係る労務費を助成いた

しました。補助単価及び実施しましたスケジュールは、（ア）（イ）のとおりでございます。

次に、（ウ）実施状況を御覧ください。令和２年度は彦名地区の住宅地周辺の荒廃農地の

うち、土地所有者の承諾が得られた土地を候補として自治会に提示をし、実施しました面

積は５万３,５１６平方メートルでございました。今年度は、新型コロナウイルスの影響に

より実施面積を縮小された自治会があった一方で、１０平方メートル当たりの石灰散布量

を実験的に前年度から増量しました結果、補助金額は、ほぼ前年度と同額の１１９万８,

０００円となりました。

次に、２ページを御覧ください。補助事業の実施に併せて行った効果検証事業につきま

しては、米子高専に委託を行い、駆除作業及び適正な石灰散布量の検討を行い、今いただ

いております中間報告では、石灰散布だけでヌカカ駆除には一定の効果があるという結果

をいただいております。

次に、エ、アンケート調査結果を御覧ください。モデル事業地区の自治会に事業のニー

ズや問題点を調査し、今後の事業計画の参考とするためのアンケート調査を実施いたしま

した。主な意見としましては、本来土地の適正管理は所有者が行うべきものである、石灰

散布には草刈りが必要であり、補助金等の支援が必要であるなどがありました。これらの

モデル事業実施結果を踏まえた次年度の方針ですが、補助対象作業については、石灰散布

のみでもヌカカ発生抑制対策に一定の効果が認められたことから、生活環境保全事業とし

ましては石灰散布作業に対する支援を行うこととし、また、石灰散布作業の効率を上げる

ため、除草または耕うんが必要となる場合については、その労務費も補助対象とする方向

で検討しております。

また、土地所有者による農地管理の促進については、本来私有地は個人の財産でありま

して、個人で管理するものではございますが、ヌカカ駆除作業の促進を図るため、引き続

き土地所有者も補助対象とする方向で検討を行うこととしております。

続きまして、３ページを御覧ください。令和３年度のモデル事業案でございます。２年

間の効果検証試験やアンケート調査の結果などを踏まえまして、引き続き駆除作業に対す

る補助事業を実施するとともに、より効率的な石灰散布量を検討するための検証試験を実

施し、地域で継続的に実施可能な事業手法を検討することとしております。

事業内容についてでございますが、補助単価は、検証結果を踏まえ、元年度と同量の１

０平方メートル当たり０.７キログラムの石灰購入費と労務費相当の積算により検討をし

ており、今月下旬に地元自治会に対して来年度モデル事業への協力のお願い、そして御説

明を行う予定としております。

次に、（３）モデル事業終了後の発生抑制対策事業の案でございます。現在行っておりま

すモデル事業の検証結果を踏まえまして、ヌカカの発生及び被害が確認されております弓

浜地区全域及びその隣接区域に対象を拡大し、継続的に実施可能な事業手法を検討してま

いる考えでおります。具体的には、対象区域を、弓浜地区に加えまして隣接する河崎、両

三柳、安倍を想定しておりまして、対象地区内の住宅地周辺における荒廃農地を対象の土

地とする方法で検討したいと考えております。

事業の考え方としましては、ヌカカ被害の主な発生源である荒廃農地の保全管理は、先
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ほど来申しておりますが、本来土地所有者が行うものではございますが、現状で毎年多数

のヌカカ被害があることから、農業施策との連携を図りつつ、環境保全対策としての手法

を検討する考えということでございます。

次に、４ページをお開きください。その他実施しました被害予防に係る啓発事業でござ

います。本年度は、市報などにより予防方法を広報するとともに、弓浜地区の小・中学校、

保育園及び幼稚園に対して文書により被害予防方法の周知を行い、注意喚起を図りました。

また、モデル事業地区内の保育園及び公共施設に虫よけ剤の新商品を配布し、使用を推奨

して普及を図っております。

今後もこれらの取組を継続し、リーフレットの配布等により被害予防の周知啓発を図っ

てまいる考えでおります。報告は以上でございます。

○国頭委員長 当局の説明は終わりました。

委員の皆様からの質疑、御意見を求めます。

門脇委員。

○門脇委員 すみません、手短に質問したいと思います。３点ほどよろしくお願いします。

まず、２ページの、ウ、効果検証試験、（イ）の一番下ですけど、この米子高専に委託っ

ていうことですので分かる範囲でお答えいただきたいんですけど、石灰の散布量がここ、

０.７キロと１.０キロであまり効果の差が見られなかったっていう、もうちょっと詳しく

というのか詳細に、どういう検査で、この面積的にもどれぐらいのところでやってこうい

う結果が得られたのかということを、まずこれ１点目。全部言っときますんで、すみませ

ん。

それから、３ページの（３）のモデル事業期間終了後についてですけども、２行目の継

続的に実施可能な事業手法を検討するということですけども、毎年この時期に委員会で報

告があるわけですけど、この事業手法の具体的な内容について、それは来年のこの委員会

の辺では決まっているのかどうか、ここで公表ができるような状態になっているのかとい

うこと。

それから、３点目は、一番最後のページですけども、最後の（３）の今後の取組につい

ての、このリーフレットの配布っていうのがございますけど、ホームページを見ましたら

何と見事なリーフレットが新たにできておりまして、今日、私、印刷してきましたので。

この新しくいいのが、第二弾ができたなと思っております。それで、これをぜひ、１回目

と一緒に該当する自治会等に回覧配布ですね。これは、５月頃からヌカカは出ますけども、

それより前に、なるべく早い時期に回覧配布していただきたいなというふうに思っており

ます。これに関してどういうふうな思いを持っておられるのか。

以上の３点、よろしくお願いいたします。

○国頭委員長 藤岡次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 そうしますと、私のほうからは、３点の御質問の

うち２点目と３点目について御説明いたします。

まず、３ページにあります継続的な事業手法の検討を、いつ頃、この委員会あるいは議

会に報告を考えているかという御質問でございます。こちらにつきましては現在モデル事

業の最中でして、来年度、令和３年度のモデル事業を、３ページの中ほどにスケジュール

案を記載しておりますが、８月に実施していただいた自治会に、今年度と同様にアンケー

ト調査を実施しようと考えております。そして、３年度目も高専のほうに効果検証事業を
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お願いしておりますので、これらの結果を踏まえまして、次年度になりますと面積が弓浜

全体に広がっていきますので、年内、今ですと、今年ですと１２月の最後のあたりにモデ

ル事業のお願いをしておりますが、来年度については範囲も広がりますので、結果をまと

め次第ということでなるべく早く、何月というのが今申し上げられませんが、できました

ら１０月頃には方針を固めたいと考えているところです。

それから、３点目のリーフレットについてですが、実は１２月に作成したばかりでござ

いまして、旧リーフレットにつきましては、５年ぐらい前だったでしょうか、最初の効果

検証事業等を踏まえて、ちょっと大きい、いろいろな調査地点のものも書いてあったんで

すけれど、ヌカカの今までの調査研究等によりまして、発生の状況なり、あるいは被害を

予防するための手法が判明したものがございましたので、Ａ４の裏表にしまして情報を集

約いたしました。

まずは、今月末に予定をしておりますモデル地区での、彦名の自治会ですけれど、説明

会、来年度のモデル事業の御説明を行う予定にしておりまして、そのときに新しいリーフ

レットをお配りし、そして自治会への配布をお願いしようと考えております。また、年を

明けてからで予定をしておりますけれど、なるべく多くの方法での配布を検討していきた

いと思っております。

○国頭委員長 大峯環境政策課環境保全担当課長補佐。

○大峯環境政策課環境保全担当課長補佐 米子高専によります効果検証試験の結果につ

いてでございますが、令和２年度につきましては、石灰散布量の適正量を検討するという

ことで、約３００平方メートルの区画を３等分しまして、大体１００平方メートルの中で

石灰散布量は１０平米当たり１キロ、それから０.７キロ、０.５キロという３段階を設定

しまして、その散布前後、その作業の前後におきます幼虫の数の変化を調査いたしました。

しかし、３区画ともそれほど差がはっきりとは現れなかったということでございまして、

その原因としましては、調査の面積が狭かったということが要因ではないかという指摘を

米子高専のほうから受けておりまして、来年度はその面積をそれぞれ３倍に広げて詳細な

調査をしていこうと考えております。

○国頭委員長 門脇委員。

○門脇委員 これは最後の今の石灰散布のことについてですけども、確認ですけども、改

めて３年目も、このような今、石灰散布については、０.５キロもまたやられるんですかね、

ちょっとそこは分かりませんけど、０.７キロと１キロとですかね、そのあたりで試験をし

ていってまたきちんとした結果を出すと、こういうことだと思います。

本当にヌカカの駆除に向けては１歩も２歩も進んだと思っておりますので、引き続き、

本当にこの対策をしっかりしていただきますようにお願いして、私の質問は終わります。

ありがとうございました。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 最初に確認ですけれども、３ページ目の（３）の対象地区というのは、河崎、

両三柳、安倍が入るのは、来年度、令和３年度に行われるモデル事業の対象ということで

すか。そうじゃなくって、モデル事業が終了した後の対策を講じる地域対象という意味で

すか。

○国頭委員長 藤岡次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 ３ページ目の対象地区についての御質問でござ
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います。３ページ目後半は、（３）モデル事業期間終了後のことでございまして、モデル期

間の間は彦名地区の自治会の御協力をいただいて行う予定としております。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 ちょっとそうじゃないように聞こえたもんですから、すみません。

じゃあ、元へ返って、２ページ目ですけれど、エのアンケート調査のところの記述で、

実施しなかった理由についての回答は得られなかったということなんですが、これはなぜ

でしょうか、なぜだと思われますか。

○国頭委員長 藤岡次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 今回のアンケートでございますが、モデル地区内、

彦名地区全１５自治会ございまして、この全ての自治会に対して調査をいたしております。

項目幾つかにわたりまして調査をいたしましたが、具体的に記入をいただいておりません

ので、そのあたりの詳細は、申し訳ありませんが、把握しておりません。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 なかなかできんっていうこと以外には言えんのかなという気はするけど、す

みません。

最後です。３ページ目のウのところ、事業の考え方っていうこれは、モデル事業が終わ

った後の事業ですね、継続的に実施可能な事業手法を検討するとされているこの事業の考

え方ですよね。来年、令和３年度のモデル事業が終わった後で、１０月頃に大体報告がで

きるというふうにさっきお伺いしたんですけれど、大枠としてというか、方向としてはど

んなふうなことを考えておられるのか、今伺えることはないですか。

○国頭委員長 藤岡次長。

○藤岡市民生活部次長兼環境政策課長 モデル事業終了後の考え方ということでの御質

問でございますが、予算を伴うものでございますので、具体的な細かいことはまた今後、

モデル事業の結果を踏まえて案をつくり、議会にお諮りをしてまいる考えでございます。

今記入しておりますのは、現時点での事業終了後の考え方ということで御理解いただきま

すようお願いいたします。

○国頭委員長 石橋委員。

○石橋委員 なかなかこれ、本当にみんな切実なところで被害なくしてほしいと思ってい

るので、みんな彦名の自治会の方たちも取り組んでいただいているんですけれど、それで

もなかなかそれができないっていうところはあると思うんですね。もともとが耕作放棄地

ですので、なかなか手が回らないというか、せないけんと思っとってもできんという現実

がある中で、じゃあ、そういうところの対策をどうするのかというところも、ぜひ農業の

問題と併せて考えていただきたいと、これは意見ですけど、申し上げときます。

○国頭委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と声あり〕

○国頭委員長 ないようですので、市民生活部からの報告を終わります。

以上で民生教育委員会を閉会いたします。

午後４時５４分 閉会
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米子市議会委員会条例第２９条第１項の規定により署名する。

民生教育委員長 国 頭 靖


